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第 23 号 

横浜市報調達公告版

 

横浜市中区港町１丁目１番地 

発 行 所 

        横 浜 市 役 所 

 

【調達公告】 

△ 特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

（横浜市瀬谷区総合庁舎及び二ツ橋公園整備事業）･･･････････････････････････････････････････２ 
△ 一般競争入札の施行 

（都市計画道路川崎町田線（佐江戸地区）街路整備工事（照明工その３） ほか 23 件）･･････････７ 

△ 特定調達契約の落札者等の決定･････････････････････････････････････････････････････････････37 

 

【水道局】 

△ 一般競争入札の施行 

（第二水路橋門扉設置工事 ほか 19 件）････････････････････････････････････････････････････38 

△ 特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

（活性炭 約 288 トンの購入）･････････････････････････････････････････････････････････････77 

△ 特定調達契約の落札者等の決定･････････････････････････････････････････････････････････････79 

 

【交通局】 

△ 一般競争入札の施行 

（関内運輸管理所新設その他工事（建築） の１件）･････････････････････････････････････････83 

△ 特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

（軽油（７月～９月分）第１ブロック 約 1,391 キロリットルの購入 ほか３件）･･･････････････88 

 

【病院経営局】 

△ 特定調達契約の落札者等の決定･････････････････････････････････････････････････････････････91 
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横浜市調達公告第 109 号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

次のとおり一般競争入札を行う。 

平成 19 年 5 月 8日 

横浜市長 中 田 宏 

１ 競争入札に付する事項 

 (1) 事業名称 

横浜市瀬谷区総合庁舎及び二ツ橋公園整備事業 

 (2) 事業内容 

落札者により特別目的会社を設立し、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する

法律（平成 11 年法律第 117 号）（以下、PFI 法という）による PFI 方式により、横浜市瀬谷区総合庁舎

及び二ツ橋公園の設計、建設、庁舎施設維持管理、公会堂運営、食堂運営及び売店運営業務を行う

（詳細は、入札説明書等による。）。 

 (3) 事業期間 

契約締結日から平成 38 年 3 月 31 日まで（詳細は、入札説明書等による。） 

(4) 予定価格 

  10,440,746,000 円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

(5) 事業場所 

瀬谷区二ツ橋町 190 番地１外（詳細は、入札説明書等による。） 

 (7) 入札方法 

   価格と価格以外の要素を総合的に評価して落札者を決定する総合評価一般競争入札により行う（詳細

は、入札説明書等による。） 

２ 入札参加資格  

入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たさなければならない。 

 (1) 入札参加者の構成等 

ア 本事業の入札参加者は、単独企業（以下「入札参加企業」という。）又は、本施設の設計業務にあ

たる者、建設業務にあたる者、工事監理業務にあたる者、維持管理業務にあたる者、公会堂運営業

務にあたる者及び食堂の運営にあたる者を含む複数の企業等により構成されるグループ（以下「入

札参加グループ」という。）とすること。 

イ 入札参加グループの場合、特別目的会社に出資を予定している者を「構成員」、特別目的会社に出

資を予定していない者で、特別目的会社から直接、業務を請け負うことを予定している者を「協力

会社」とし、入札参加資格の申請時に構成員又は協力会社のいずれの立場であるかを明らかにする

こと。 

ウ 入札参加グループの場合、構成員の中から代表企業を定め、代表企業が必ず入札参加資格の申請

及び入札手続きを行うこと。 

エ 入札参加グループの場合、代表企業の変更は原則として認めない。入札参加資格確認申請後にお

いて入札参加グループの構成員及び協力会社の変更及び追加は認めない。ただし、提案書の提出期

限までの間で横浜市がやむを得ない事情であると認めた場合に限り、構成員及び協力会社の変更及

び追加は認めるものとする。 

オ 入札参加企業、入札参加グループの構成員及び協力会社並びにその企業の子会社（会社法第 2 条

第 3 号及び会社法施行規則第 3 条の規定による子会社をいう。以下、同じ。）又は親会社（会社法第

2 条第 4 号及び会社法施行規則第 3 条の規定による親会社をいう。以下、同じ。）は、他の入札参加

グループの構成員及び協力会社になることはできない。 

 (2) 構成員及び協力会社の入札参加要件 

入札参加企業、入札参加グループの構成員及び協力会社は、次の入札参加資格要件を満たすこと。 

ア 横浜市契約規則（昭和 39 年 3 月横浜市規則第 59 号）第 3 条第 1 項に掲げるものでないこと及び

同条第 2 項の規定に定めた資格を有する者であること。なお、平成 19・20 年度横浜市の入札参加資

格を有しない企業が構成員又は協力会社として入札参加を希望する場合には、入札参加資格審査の

随時登録申請、もしくは「工事」「物品・委託等関係」「設計・測量等関係」の特定調達契約に係る

調 達 公 告 
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入札参加資格申請に基づき申請を行うこと。 

イ 「横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱」（以下、「指名停止措置要綱」という。）に基

づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。ただし、指名停止措置要綱

別表第 1 の契約違反及び事故等に基づく措置基準 7 または 8 に該当するもので、一般競争参加停止

及び指名停止期間が 2 週間以内のものであり、かつ法令違反を理由とするものでない場合は、この

限りでない。 

ウ 横浜市が本事業について、アドバイザリー業務を委託したパシフィックコンサルタンツ株式会社

又は同社の子会社もしくは親会社である者、並びにパシフィックコンサルタンツ株式会社が本アド

バイザリー業務において提携関係にある日比谷パーク法律事務所以外の者であること。 

エ 審査委員の所属する企業又はその企業の子会社又は親会社である者以外の者であること。 

(3) 各業務にあたる者の資格要件 

入札参加企業、入札参加グループの構成員及び協力会社のうち、設計、建設、工事監理、維持管理、

公会堂運営の各業務及び食堂の運営にあたる者は、それぞれ次の資格要件を満たすこと。 

各業務にあたる者の資格要件を満たす者が資格要件を満たす複数の業務にあたることは認めるもの

とする。ただし、建設業務にあたる者と工事監理業務にあたる者が兼務することは認めない。子会社

と親会社の関係にある者同士が建設業務と工事監理業務にあたることも認めない。 

ア 設計業務にあたる者 

(ｱ) 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条の規定に基づく一級建築士事務所の登録を行ってい

ること。なお、平成 9 年度以降に建築士法により監督処分を受けたことがないこと。 

(ｲ) 横浜市における一般競争入札有資格者名簿（設計・測量等関係）において登録を認められている

者及びその営業を継承した者と認められる者であること。 

(ｳ) 平成 8年 4月 1日から本事業の入札参加資格確認申請受付日までの間に終了した設計業務で、以

下の実績を有する者。 

a 延べ床面積 9,000 ㎡以上の庁舎又は事務所・店舗の新築工事の実施設計の元請の実績 

b ホール、劇場、講堂又は体育館の新築工事の実施設計の元請の実績 

c 都市公園の実施設計の元請の実績 

ただし、a、b、c について、設計業務にあたる者が複数である場合は、そのうちの 1 者が満たせ

ばよいものとする。他社と共同で履行した実績も認めるが、共同企業体の構成員として、出資比率

が 10 分の 2以上で履行したことを証明できる場合（契約書の写しの提出等）に限ることとする。 

イ 建設業務にあたる者 

(ｱ) 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 3 条第 1 項の規定に基づく工事業について、特定建設業

の許可を受けていること。ただし、建設業務にあたる者が複数である場合には、そのうち 1者が満

たせば良いものとする。 

(ｲ) 横浜市の平成 19･20 年度一般競争入札有資格者名簿（工事関係）において「建築」に登録を認め

られている者及びその営業を継承した者と認められる者であること。ただし、建設業務にあたる者

が複数である場合には、このうち 1 者が満たせば良いものとする。 

(ｳ) 建設業法第 27 条の 23 の規定に基づく直前の経営事項審査(建築)に係る客観的点数が 1,100 点以

上の者であること。 ただし、建設業務にあたる者が複数である場合には、そのうちの 1 者が上述

の客観的点数を満たせばよいものとする。 

(ｴ) 平成 8年 4月 1日から本事業の入札参加資格確認申請受付日までの間に完成した工事で、以下の

実績を有する者。 

a 延べ床面積 9,000 ㎡以上の庁舎又は事務所・店舗の新築工事の施工の元請の実績 

b ホール、劇場、講堂又は体育館の新築工事の施工の元請の実績 

c 都市公園工事の施工の元請の実績 

ただし、a、b、c について、建設業務にあたる者が複数である場合は、そのうちの 1 者が満たせ

ばよいものとする。他社と共同で履行した実績も認めるが、共同企業体の構成員として、出資比率

が 10 分の 2以上で履行したことを証明できる場合（契約書の写しの提出等）に限ることとする。 

ウ 工事監理業務にあたる者 

前記「ア 設計業務にあたる者」に求める要件と同等のものとする。 

エ 維持管理業務にあたる者 

(ｱ) 平成 19・20 年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において営業種目とし

て委託関係の営業種目で登録を認められている者及びその営業を継承した者として認められるもの
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であること。ただし、維持管理にあたる者が複数である場合は、そのうちの 1者が満たせばよいも

のとする。 

(ｲ) 維持管理業務の遂行において担当する業務に必要となる資格（許認可、登録等）を取得している

こと。 

(ｳ) 平成 8年 4月 1日から本事業の入札参加資格確認申請受付日までの間に終了した維持管理業務で、

以下の実績を有する者。 

a 庁舎又は事務所・店舗の維持管理業務の 1年以上の実績 

b ホール、劇場、講堂又は体育館の維持管理業務の 1年以上の実績 

ただし、a、b については、維持管理にあたる者が複数である場合は、そのうちの 1 者が満たせ

ばよいものとする。 

オ 公会堂運営業務にあたる者 

ホール、劇場、講堂又は体育館の維持管理業務または運営業務の 1年以上の実績 

カ 食堂の運営にあたる者 

平成 8年 4月 1日以降に庁舎又は事務所・店舗内等でのレストラン・食堂等の運営について 1年以

上の実績を有していること。 

 (4) その他詳細は、入札説明書等による。 

３ 入札参加の手続 

  入札に参加しようとする者（前項に定める登録のない者で、入札説明書等に定める名簿登載手続を行う

者を含む。）は、次のとおり入札参加の手続を行わなければならない。   

(1) 提出書類及び提出部課 

 入札説明書等に掲げる書類を第 2 号に示す受付日に必着するよう第 3号に掲げる部課に必ず「配達

記録郵便」にて郵送すること。 

(2) 受付日 

平成 19 年 7 月 2日(午前 9 時から午後 5 時まで) 

(3) 契約条項等に関する問い合わせ先 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市市民活力推進局区政支援部地域施設課（横浜関内ビル４階） 

電話 045(671)2090 

４ 入札参加資格の喪失 

入札参加資格確認審査結果の通知後、入札参加資格確認審査結果通知書を受けた入札参加者、その構

成員又は協力会社が次のいずれかに該当するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項の資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書等に定める提出書類に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書等は、第３項第３号に掲げる部課において、この公告の日から入札日まで

閲覧に供する。 

６ 入札説明書等の交付 

(1) 交付期間 

平成 19 年 5 月 8日から平成 19 年 7 月 2 日まで（土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭

和 23 年法律第 178 号）に規定する休日を除く） 

(2) 交付時間 

午前 9時から正午まで及び午後 1時から午後 5時まで 

(3) 交付場所 

第３項第３号に掲げる部課 

(4) 交付方法 

入札説明書等は無償で交付する。なお、入札説明書等は横浜市ホームページ上にも掲載する。 

７ 入札の日時及び場所等 

(1) 日時 

平成 19 年 9 月 28 日（午前 9時から正午まで） 

(2) 場所 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市役所会議室（横浜関内ビル 5 階会議室） 
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電話 045(671)4097 

なお、郵送による入札については、下記あて平成 19 年 9 月 28 日正午までに必着するように必ず

「配達記録郵便」にて郵送すること。 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市市民活力推進局区政支援部地域施設課（横浜関内ビル４階） 

８ 開札の日時及び場所等 

(1) 日時 

平成 19 年 9 月 28 日午後 3 時 

(2) 場所 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市役所会議室（横浜関内ビル 5 階会議室） 

電話 045(671)4097 

９ 入札の無効 

次のいずれかに該当する入札は無効とし、無効の入札を行った者を落札者とした場合には落札者決定

を取り消すものとする。 

(1) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

(2) 入札公告及び入札説明書等に示した競争参加資格のない者のした入札 

(3) 横浜市契約規則第 19 条の規定に該当する入札 

(4) 郵送により入札書の提出を行う場合に、入札説明書等に定める方法によらない入札 

(5) 入札金額の内訳書を提出しない者が行った入札又は入札金額と合計金額が一致しない内訳書を提出

した者が行った入札 

(6) 金額の表示を改ざんし、又は訂正した入札書による入札 

(7) 指定された入札箱以外の入札箱に対して行った入札 

(8) その他入札説明書等において示した条件等入札に関する条件に違反した入札 

10 落札者の決定 

 (1) 最優秀提案者の選定方法 

   最優秀提案者の選定は二段階で実施する。 

   入札参加資格確認審査において、第一次審査として、第一次提案書審査を行い、学識経験者により構

成される横浜市 PFI 事業審査委員会の審査のうえ横浜市が定めた落札者決定基準により、第一次審査

通過者を選定する。 

   第二次審査では、第 1項第 4号に定める予定価格の制限の範囲内で、落札者決定基準により、最優秀

提案者を選定する。なお、落札者決定基準は横浜市ホームページ上に掲載する。 

 (2) 落札者の決定 

   横浜市は、横浜市 PFI 事業審査委員会の審査結果をもとに、最優秀提案者を落札者として決定する。 

   なお、本事業は、公民協働事業応募促進報奨金交付の対象事業に指定されており、第二次審査におい

て次点、次次点となった者は、「公民協働事業応募促進報奨金交付要綱」に定める報奨金交付の申請が

できる。 

落札者決定日までの間、入札参加企業、入札参加グループの構成員または協力会社が入札参加資格

要件を欠くに至った場合、横浜市は当該入札参加企業、入札参加グループを落札者決定のための審査

対象から除外する。 

11 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金 

免除する。 

 (2) 契約保証金 

免除する。 

ただし、落札者が設立する特別目的会社は、設計、建設、解体及び撤去及び工事監理の履行を確保

するため、特別目的会社又は設計業務にあたる者、建設業務にあたる者及び工事監理業務にあたる者

をして、設計・建設の対価（ただし、これに対する消費税を含み、支払利息に相当する金額は除く）

の 10％に相当する金額について、該当する各業務の開始までに横浜市又は特別目的会社を被保険者と

する履行保証保険の契約を締結させ、履行保証保険証券を第 3 項第 3 号に掲げる部課に提出すること。 

特別目的会社を被保険者とする履行保証契約を締結する場合は、特別目的会社の費用において、違

約金債権を被担保債権とする質権を横浜市のために設定すること。 
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12 契約金の支払方法  

(1) 前金払 

行わない。 

 (2) 契約金の支払方法 

事業契約書に基づき支払う。 

13 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 契約書作成の要否 

要する。 

(3) 契約の条件 

本件事業の契約締結については、PFI 法第 9条及び横浜市議会の議決に付すべき契約に関する条例

（昭和 39 年 3 月横浜市条例第 5号）第 2条の規定により市議会の議決に付さなければならない。 

また、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の 2第 6項の規定に基づき、特別目的会社を

公会堂の指定管理者として指定することについて、別途市議会の議決に付さなければならない。 

落札者決定日の翌日から事業契約に係る議会の議決日までの間、落札者の構成員が競争参加資格を

欠くに至った場合、横浜市は落札者と基本協定を締結せず、または落札者の設立した特別目的会社と

事業契約を締結しない場合がある。 

(4) 詳細は、入札説明書等による。 

14 Summary  

(1) Subject matter of the contract:  

PFI-based design, construction and maintenance of the Building for Yokohama Seya Word off 

ice and Hutatsubashi Park 

(2) Date of tender: 

12:00 p.m., 28 September, 2007 

(3) Contact point for the notice:  

Regional Facilities Division, Ward Support Department,Civic Engagement Promotion Bureau, 

City of Yokohama,1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017, TEL 045 (671)2090 
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横浜市調達公告第 110 号 

一般競争入札の施行 

次のとおり、「都市計画道路川崎町田線（佐江戸地区）街路整備工事（照明工その３）」ほか23件の工事

について、一般競争入札を行う。 

平成19年５月８日 

 

契 約 事 務 受 任 者 

横浜市行政運営調整局長 大 場 茂 美 

 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２

項の規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第３条第1項により定める資格を有する者

であること。 

(2) 平成19・20年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受け

ていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) ICカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市契約規則、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市電子入

札運用基準（工事請負関係）及び横浜市工事請負等競争入札参加者心得等に定めるところによる。 

 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続きは要しない。ただし、10（10）に定める場合を除く

。 

(2) 設計図書のダウンロード等 

  ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡

し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードする

こと。 

イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書を購入しなけれ

ばならない。設計図書の購入先及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに定める期

間において、工事担当課において設計図書を閲覧に供する。 

ウ 設計図書購入の申込み手続については、横浜市のホームページ又は横浜市行政運営調整局契約第一

課及び契約第二課掲示板を参照すること。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

 

３ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また、

郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第７条に定める場合を除き

、認めない。 

(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札システ

ムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、横浜市電子入札運用基準

（工事請負関係）第13条を参照すること。なお、当該工事費内訳書は、本市が工事ごとに定めた設計図

書（参考資料等の内訳書を含む）と同程度の内容のものとし、合計金額は入札金額と一致させること。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参加者

は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希

望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札

がないときは、当該入札を不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、金額はすべての工事の合計金額を記載すること。 
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４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内訳書を提出した

者が行った入札 

(4) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入

札 

(5) 共同企業体協定書兼委任状を提出し、入札を行った建設共同企業体の構成員となっている者が、同一

の入札において単体又は他の共同企業体協定書兼委任状の提出を行った建設共同企業体の構成員として

入札を行った場合、その者及びその者を構成員とする建設共同企業体が行った入札 

(6) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指定した契約者（あらかじめ、「横浜市電子入札ICカ

ード代表者届出書（第１号様式）」を横浜市に届け出ている場合には代表者）以外の名義人によるICカ

ードを用いて行った入札 

 

５ 最低制限価格制度適用案件における入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を

行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者（以下「落札候補者」という。）及び当該価格を入

札参加者に通知し、落札の決定は保留する。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格

をもって入札を行った者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と

する。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他の者

のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(3) の入札参加資格の確認を行う

。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

(5) (3) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類等を、開札

日（(4) イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午後５

時までの間に契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指示に従わなければならない。上記期間内

に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満たす者

でないとし、(4) イの手続により落札者を決定する。 

(6) (4) イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(7) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要

綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）に

は、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札し

た他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

 

６ 低入札価格調査制度適用案件における入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（以下「落

札候補者」という。）及び当該価格を入札参加者に通知し、落札の決定は保留する。 

(2) 予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者が２人以上あるときは、電子くじによ

り落札候補者を決定するものとする。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と

する。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって

入札をした者を新たに落札候補者とし、(3) の入札参加資格の確認を行う。以後、落札者が決定する

まで同様の手続を繰り返す。 

(5) (3) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類等を、開札
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日（(4) イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午後５

時までの間に契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指示に従わなければならない。上記期間内

に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満たす者

でないとし、(4) イの手続により落札者を決定する。 

(6) (4) イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(7) 落札候補者の入札価格が工事ごとに定める調査基準価格未満である場合は、(3) の入札参加資格の確

認とあわせて、横浜市工事請負契約に係る低入札価格取扱要綱（以下「低入札要綱」という。）に定め

る調査を行う。 

(8) (7) の調査の結果、当該入札価格では、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされないお

それがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなる

おそれがあって著しく不適当であると認めるときは、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内

の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

(9) (7) の調査にあたっては、当該落札候補者は、低入札要綱に定める書類を各３部、別に指定した日時

までに契約第一課へ提出し、また、調査のために必要な指示に従わなければならない。上記の期限まで

に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、(8) に該当するものとし当該落札候補者を

落札者としないものとする。 

(10) (9) に定める書類は、３(4)に定める工事費内訳書の各項目の内容に対応したものを提出すること。

対応した書類の提出がない場合には、(8) に該当するものとし当該落札候補者を落札者としないものと

する。 

(11) 落札候補者の入札価格が工事ごとに定める調査基準価格未満である場合は、工事ごとに定める技術

者の要件と同一の要件（ただし、技術者の要件として施工経験を掲げている場合はこれを除く。）を満

たす技術者を、監理技術者とは別に、施工現場に専任で1名配置しなければならない（特定建設共同企

業体の場合、各構成員が配置すること。）。なおこの場合、必要書類の提出及び確認の方法は(5)に定め

るところによる。 

(12) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置

要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）

には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価

格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

 

７ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、横浜市工事請負等競争入札参加者心得第27条から第29

条までの規定による。 

 

８ 契約金の支払方法 

(1) 前金払いの有無及び方法並びに部分払いの回数は、工事ごとに定める。なお、前金払いは部分払いの

回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払いの方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度にお

いて、契約金額の10分の４以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある場合には、契約で定める各

会計年度の出来高予定額の10分の４以内の額を、当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、工事ごとに明示する。この場合の契約金の支払

いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、出来高

に応じて行う。 

 

９ 調査基準価格未満の金額で入札を行った者との契約 

(1) ７(3)の規定にかかわらず、横浜市工事請負等競争入札参加者心得第27条第1項に定める契約保証金の

額は、契約金額の100分の30以上とする。 

(2) ８(2)の規定にかかわらず、工事ごとに定める前金払いの方法が「する（一括）」とある場合には、契

約を締結した会計年度において、契約金額の10分の２以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある

場合には、契約で定める各会計年度の出来高予定額の10分の２以内の額を、当該会計年度ごとに支払う

。 

(3) 契約金額にかかわらず施工体制台帳の提出を義務付けるものとする。 

(4) 本市が定める工事については、工事完成後、低入札要綱に定める低入札価格事後コスト調査を行うも

のとする。 
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10 その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか否

かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結

する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 当該工事の契約締結について、横浜市議会の議決に付すべき契約に関する条例（昭和39年３月横浜市

条例第５号）第２条の規定により市議会の議決に付すべきものである場合には、工事ごとに明示する。 

(4) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(5) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術

者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、１に定める入札参

加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りでない。 

(6) 必要と認めるときは入札を延期し、中止し、又は取消すことがある。 

(7) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）第14条第４

項に定めるとおりとする。 

(8) 開札後、次のアからウまでのいずれかに該当するときは、横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措

置要綱第２条の規定により、一般競争参加停止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、５(5)又は６(5)に定める書類の提出をしない場合 

ウ 工事ごとに定める調査基準価格未満の金額で入札を行って落札候補者となった者が、低入札要綱第

４条第１項第１号に該当した場合（ただし、資料に不備等があることのみにより同号に該当した場合

を除く。） 

(9) ５(3)又は６(3)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱第25条

第１項の規定に基づき適格性の審査を行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定され

た場合は、当該工事の契約は締結しないものとする。 

   なお、開札日において、平成19・20年度の横浜市入札参加資格審査申請における当該工事と同工種

の元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格欄に記載された金額に１００分の１０５を

乗じた額）の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績額が当該工事の工事費（当

該工事の予定価格欄に記載された金額に１００分の１０５を乗じた額）の８割に満たない者は、横浜市工事

請負に関する競争入札取扱要綱第25条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意する

こと。 

(10) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜

市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定

書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市行政運営調整局契約

第一課長あての書留郵便により郵送又は横浜市行政運営調整局契約第一課まで持参しなければならな

い。 

  なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜

市のホームページ又は横浜市行政運営調整局契約第一課及び契約第二課掲示板を参照すること。 

(11) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市契約規則、公共工事の前払金に関する規則

、横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市工

事請負等競争入札参加者心得等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 ０７１２０１００２４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都市計画道路川崎町田線（佐江戸地区）街路整備工事（照明工その３） 

施工場所 
都筑区佐江戸町１８８番地先から７４０番地先まで 

工事概要 

道路照明灯建柱工１１基、灯柱基礎工１１基、分電盤取付工１面、ケーブル配管工一式  
ほか 

工期 契約締結の日から平成２０年 ３月１４日まで 

予定価格 １０，６６０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ又はＢ】 

登録細目 【電気：屋外電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した、建柱車を用いた電気設備工事（照明灯、道路照明設置 
工事等）の元請としての施工実績を有すること。 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） （２）（１）に記載した資格を証明する書類（ 
建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配置する技術者の雇用（期間 
）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し） （４ 
）施工実績調書（工事内容欄に工事概要を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及 
び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月１７日（木）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２１日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２２日（火）午前 １１時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１０（９）を参照）。 

工事担当課 道路局建設課 電話 ０４５－６７１－３５４２  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０７１４０１００１５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
南本牧ふ頭維持補修工事（１９その１） 

施工場所 
中区南本牧ふ頭ほか 

工事概要 

アスファルト舗装工２３０ｍ２、路盤工２３０ｍ２、Ｌ型側溝工Ｌ＝４０ｍ、区画線設置 
工Ｌ＝４００ｍ ほか 

工期 契約締結の日から平成１９年１０月３１日まで 

予定価格 ８，８００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ａ又はＢ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１９・２０年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、西 
区内、中区内又は磯子区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） （２）（１）に記載した資格を証明する書類（ 
建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配置する技術者の雇用（期間 
）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月１７日（木）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２１日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２２日（火）午前 ９時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１０（９）を参照）。 

工事担当課 港湾局南本牧ふ頭建設事務所 電話 ０４５－６２２－５５４０  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０７２１０１００７８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
金沢処理区森地区下水道整備工事（その２） 

施工場所 
磯子区森一丁目１６番２６号から１６番１７号まで 

工事概要 

塩ビ管布設工（Φ３００ｍｍ、Ｌ＝９７ｍ）、小口径推進工（鋼管さや管方式、Φ３００ 
ｍｍ、Ｌ＝１５ｍ）、特殊人孔築造工一式 

工期 契約締結の日から平成１９年１１月３０日まで 

予定価格 ２６，９７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１９・２０年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、中 
区内、南区内、港南区内、磯子区内、金沢区内又は栄区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置する場合は、 
配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保 
険被保険者証の写し等）及び（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技 
術検定の合格証明書の写し等）。 （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習 
修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けて 
いる者は提出不要。）。 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月１７日（木）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２１日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２２日（火）午前 ９時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）特記仕様書において推進工事技士の配置について定めがあるので留意すること。 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１０（９）を参照）。 

工事担当課 環境創造局管路事業課 電話 ０４５－６７１－３５３７  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０７２１０１００７９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都筑処理区藤が丘地区下水道整備工事（その２４） 

施工場所 
青葉区藤が丘一丁目２番地先から７番地先まで 

工事概要 

ヒューム管布設工（Φ９００ｍｍ、Ｌ＝８０ｍ）、塩ビ管布設工（Φ２５０ｍｍ～Φ 
４５０ｍｍ、Ｌ＝１８．５ｍ） 

工期 契約締結の日から平成１９年１２月２１日まで 

予定価格 ３２，８６０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１９・２０年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、鶴 
見区内、神奈川区内、西区内、港北区内、青葉区内又は都筑区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置する場合は、 
配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保 
険被保険者証の写し等）及び（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技 
術検定の合格証明書の写し等）。 （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習 
修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けて 
いる者は提出不要。）。 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月１７日（木）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２１日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２２日（火）午前 ９時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１０（９）を参照）。 

工事担当課 環境創造局管路事業課 電話 ０４５－６７１－３９７０  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０７２１０１００８０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
西部処理区中田南地区下水道整備工事（その１３） 

施工場所 
泉区中田東三丁目１７番地先から中田東四丁目２番地先まで 

工事概要 

組立柵渠改修工Ｌ＝４１７．４ｍ 

工期 契約締結の日から平成１９年１１月３０日まで 

予定価格 １５，２６０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１９・２０年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、泉 
区内又は瀬谷区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） （２）（１）に記載した資格を証明する書類（ 
建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配置する技術者の雇用（期間 
）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月１７日（木）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２１日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２２日（火）午前 ９時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ３回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１０（９）を参照）。 

工事担当課 環境創造局管路事業課 電話 ０４５－６７１－３５７０  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０７２１０１００８１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都筑処理区旭区内雨水浸透施設設置工事（その１８） 

施工場所 
旭区中白根三丁目４番地先から９番地先まで 

工事概要 

雨水浸透ます設置工７６か所 

工期 契約締結の日から平成１９年１０月３１日まで 

予定価格 ２１，６２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１９・２０年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、旭 
区内又は緑区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） （２）（１）に記載した資格を証明する書類（ 
建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配置する技術者の雇用（期間 
）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し） 
なお、主任技術者届出書については、契約番号０７２１０１００８１番及び 
０７２１０１００８２番の工事件名を併記すること。 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月１７日（木）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２１日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２２日（火）午前 ９時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 環境創造局管路事業課 電話 ０４５－６７１－４３１２  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  

 
 
 
 
 
－ 
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契約番号 ０７２１０１００８１ 

工事件名 
都筑処理区旭区内雨水浸透施設設置工事（その１８） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）本件工事は契約番号０７２１０１００８２番の工事と合併入札を行う。 
   予定価格については、契約番号０７２１０１００８１番及び０７２１０１００８２ 
  番の合計金額を契約番号０７２１０１００８１番に記載する。 
   入札参加にあたっては、横浜市ホームページ発注情報画面より当該合併入札に係る 
  すべての工事の設計図書をダウンロードすること。ただし、電子図渡案件以外の案件 
  については、当該合併入札に係るすべての工事の設計図書を購入すること。 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１０（９）を参照）。 
（４）本件工事は合併入札を行うため、入札にあたっては、契約番号          
  ０７２１０１００８１番の工事に対して行い、金額はすべての工事の合計金額を記載 
  すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０７２１０１００８２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都筑処理区旭区内雨水浸透施設設置工事（その１８）に伴う付帯工事 

施工場所 
旭区中白根三丁目４番地先から９番地先まで 

工事概要 

汚水取付管布設工（Φ１５０ｍｍ、Ｌ＝７０．６ｍ）、雨水取付管布設工（Φ１５０ｍｍ 
～Φ２００ｍｍ、Ｌ＝１０８．６ｍ）、透水性舗装工１３０７．８ｍ２ 

工期 契約締結の日から平成１９年１０月３１日まで 

予定価格 ―――――――――――― 

調査基準価格 ―――――――――――― 

最低制限価格 ―――――――――――― 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

契約番号０７２１０１００８１番に記載する。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

契約番号０７２１０１００８１番に記載する。 

提出書類 

契約番号０７２１０１００８１番に記載する。 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月１７日（木）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２１日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２２日（火）午前 ９時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

本件工事は契約番号０７２１０１００８１番の工事と合併入札を行う。 
なお、その他の注意事項については、契約番号０７２１０１００８１番に記載する。 

工事担当課 環境創造局管路事業課 電話 ０４５－６７１－４３１２  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０７２１０１００８３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
西部処理区中田南地区下水道整備工事（その１１） 

施工場所 
泉区中田東一丁目１０番地先から２１番地先までほか１か所 

工事概要 

組立柵渠改修工Ｌ＝４５９．１ｍ 

工期 契約締結の日から平成１９年１０月３１日まで 

予定価格 １６，６７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１９・２０年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、泉 
区内又は瀬谷区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） （２）（１）に記載した資格を証明する書類（ 
建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配置する技術者の雇用（期間 
）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月１７日（木）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２１日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２２日（火）午前 ９時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ３回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１０（９）を参照）。 

工事担当課 環境創造局管路事業課 電話 ０４５－６７１－２８４５  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０７２１０１００８５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
潮田ポンプ場分電盤等修理工事 

施工場所 
鶴見区向井町２丁目６６番地の１ほか１か所 

工事概要 

分電盤交換工５面、配線・配管工一式 ほか 

工期 契約締結の日から平成１９年 ９月２８日まで 

予定価格 ８１８，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ｂ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１９・２０年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、鶴 
見区内、神奈川区内又は西区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） （２）（１）に記載した資格を証明する書類（ 
建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配置する技術者の雇用（期間 
）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月１７日（木）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２１日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２２日（火）午前 １１時３０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１０（９）を参照）。 

工事担当課 環境創造局北部第二水再生センター 電話 ０４５－５０３－０２０１  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０７２１０１００８７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
南部処理区伊勢佐木地区下水道再整備工事（その３）に伴う舗装復旧工事 

施工場所 
中区末吉町４丁目８１番地先から弥生町４丁目４３番地先まで 

工事概要 

アスファルト舗装工２，８０１．２ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成１９年 ８月３１日まで 

予定価格 ２０，７３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ｂ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１９・２０年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、西 
区内、中区内又は磯子区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） （２）（１）に記載した資格を証明する書類（ 
建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配置する技術者の雇用（期間 
）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月１７日（木）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２１日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２２日（火）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１０（９）を参照）。 

工事担当課 環境創造局管路再整備課 電話 ０４５－６７１－３９８０  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０７２３０１０００１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
南日吉住宅第１期建替工事（植栽工事） 

施工場所 
港北区日吉本町四丁目１２３８番８ 

工事概要 

植栽面積：約５３５ｍ２、植栽工（高木植栽工２７本、中木植栽工３８９本、低木植栽工 
９４５株、地被類植栽工３，８６８鉢）、芝張工（野芝）３２３ｍ２ 

工期 契約締結の日から平成１９年 ７月３１日まで 

予定価格 １６，７１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ａ】 

登録細目 【造園：植栽工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） （２）（１）に記載した資格を証明する書類（ 
建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配置する技術者の雇用（期間 
）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し） 
なお、主任技術者届出書については、工事番号０７２３０１０００１番及び 
０７２８０１０００３番の工事件名を併記すること。 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月１７日（木）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２１日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２２日（火）午前 １０時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 まちづくり調整局施設整備課 電話 ０４５－６７１－２９７３  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０７２３０１０００１ 

工事件名 
南日吉住宅第１期建替工事（植栽工事） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）本件工事は契約番号０７２８０１０００３番の工事と合併入札を行う。 
   予定価格については、契約番号０７２３０１０００１番及び０７２８０１０００３ 
  番の合計金額を契約番号０７２３０１０００１番に記載する。 
   入札参加にあたっては、横浜市ホームページ発注情報画面より当該合併入札に係る 
  すべての工事の設計図書をダウンロードすること。ただし、電子図渡案件以外の案件 
  については、当該合併入札に係るすべての工事の設計図書を購入すること。 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１０（９）を参照）。 
（４）本件工事は合併入札を行うため、入札にあたっては、契約番号          
  ０７２３０１０００１番の工事に対して行い、金額はすべての工事の合計金額を記載 
  すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０７２８０１０００３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
日吉本町地域ケアプラザ新築工事に伴う植栽工事 

施工場所 
港北区日吉本町四丁目１２３８番８ 

工事概要 

植栽面積：約６２２ｍ２、植栽工（高木植栽工２４本、中木植栽工３３５本、低木植栽工 
１，０８７株、地被類植栽工４，８５１鉢）、芝張工３４１．２ｍ２ 

工期 契約締結の日から平成１９年 ７月３１日まで 

予定価格 ―――――――――――― 

調査基準価格 ―――――――――――― 

最低制限価格 ―――――――――――― 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ａ】 

登録細目 【造園：植栽工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

契約番号０７２３０１０００１番に記載する。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

契約番号０７２３０１０００１番に記載する。 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月１７日（木）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２１日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２２日（火）午前 １０時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

本件工事は契約番号０７２３０１０００１番の工事と合併入札を行う。 
なお、その他の注意事項については、契約番号０７２３０１０００１番に記載する。 

工事担当課 まちづくり調整局施設整備課 電話 ０４５－６７１－２９６６  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０７２８０１０００６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
港南区野庭口交差点整備工事 

施工場所 
港南区日野南三丁目２番 

工事概要 

ボックスカルバート据付工Ｌ＝１４．２ｍ、Ｌ型側溝工Ｌ＝３２ｍ、門扉設置工１か所、 
アスファルト舗装工１７５ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成１９年 ９月１４日まで 

予定価格 ２０，０９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１９・２０年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、港 
南区内又は戸塚区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） （２）（１）に記載した資格を証明する書類（ 
建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配置する技術者の雇用（期間 
）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月１７日（木）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２１日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２２日（火）午前 ９時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１０（９）を参照）。 

工事担当課 まちづくり調整局施設整備課 電話 ０４５－６７１－３２６３  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０７３２０１００２５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
神奈川区羽沢町地内私道対策受託下水道工事（１９－１） 

施工場所 
神奈川区羽沢町９１３番地先 

工事概要 

塩ビ管布設工（Φ２００ｍｍ、Ｌ＝１０．５ｍ）、低耐荷力方式圧入二工程小口径推進工 
（Φ２００ｍｍ、Ｌ＝４７ｍ） 

工期 契約締結の日から平成１９年１１月３０日まで 

予定価格 １３，１９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した推進工事の元請としての施工実績を有すること。 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） （２）（１）に記載した資格を証明する書類（ 
建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配置する技術者の雇用（期間 
）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し） （４ 
）施工実績調書（工事内容欄に推進工法の種類、管径及び延長を記入し、併せて、その実 
績を証明する契約書及び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月１７日（木）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２１日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２２日（火）午前 ９時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）特記仕様書において推進工事技士の配置について定めがあるので留意すること。 
（２）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（３）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１０（９）を参照）。 

工事担当課 神奈川区神奈川土木事務所 電話 ０４５－４９１－３３６３  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０７３２０１００２６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
神奈川区千若町地内道路整備工事（その２） 

施工場所 
神奈川区千若町１丁目３番地先 

工事概要 

アスファルト舗装工３，９８８ｍ２、Ｌ型側溝工Ｌ＝４３１ｍ、区画線設置工Ｌ＝９９６ 
ｍ ほか 

工期 契約締結の日から平成１９年１０月３１日まで 

予定価格 ３５，６６０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ａ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１９・２０年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、鶴 
見区内、神奈川区内、旭区内、港北区内、緑区内、青葉区内、都筑区内又は瀬谷区内のい 
ずれかにあること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置する場合は、 
配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保 
険被保険者証の写し等）及び（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技 
術検定の合格証明書の写し等）。 （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習 
修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けて 
いる者は提出不要。）。 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月１７日（木）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２１日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２２日（火）午前 １０時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１０（９）を参照）。 

工事担当課 神奈川区神奈川土木事務所 電話 ０４５－４９１－３３６３  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０７３８０１００２４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
旭土木管内下水道修繕工事（その２） 

施工場所 
旭土木管内一円 

工事概要 

人孔修繕工２２か所、塩ビ取付管修繕工（Φ１５０ｍｍ～Φ２００ｍｍ、Ｌ＝３０ｍ）、 
本管修繕工（Φ２５０ｍｍ、Ｌ＝２０ｍ）、雨水桝修繕工５か所、インバート修繕工２か 
所、足掛け金物修繕工８か所 

工期 契約締結の日から平成１９年１０月３１日まで 

予定価格 ９，７００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１９・２０年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、旭 
区内又は緑区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） （２）（１）に記載した資格を証明する書類（ 
建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配置する技術者の雇用（期間 
）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月１７日（木）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２１日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２２日（火）午前 ９時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１０（９）を参照）。 

工事担当課 旭区旭土木事務所 電話 ０４５－９５３－８８０６  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０７３９０１００１８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
市道蒔田第３４２号線道路改良工事 

施工場所 
磯子区滝頭一丁目２番地先から丸山一丁目２６番地先まで 

工事概要 

アスファルト舗装工５９７ｍ２、路盤工５９７ｍ２、側溝工Ｌ＝８５．６ｍ、区画線設置 
工Ｌ＝１４０ｍ ほか 

工期 契約締結の日から１２０日間 

予定価格 １６，７００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ｂ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１９・２０年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、中 
区内、磯子区内又は金沢区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） （２）（１）に記載した資格を証明する書類（ 
建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配置する技術者の雇用（期間 
）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月１７日（木）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２１日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２２日（火）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１０（９）を参照）。 

工事担当課 磯子区磯子土木事務所 電話 ０４５－７６１－００８１  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０７４００１００１６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
西柴台公園施設改良工事 

施工場所 
金沢区長浜二丁目７番 

工事概要 

整備面積：９２７ｍ２、基盤整備工、植栽基盤工（土壌改良工）、植栽工（中低木植栽工 
、地被類植栽工）、園路広場整備工、施設整備工 

工期 契約締結の日から平成１９年 ９月２８日まで 

予定価格 ２０，２１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ａ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） （２）（１）に記載した資格を証明する書類（ 
建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配置する技術者の雇用（期間 
）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月１７日（木）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２１日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２２日（火）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１０（９）を参照）。 

工事担当課 金沢区金沢土木事務所 電話 ０４５－７８１－２５１５  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０７４３０１００２５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
青葉土木管内舗装補修（応急修理）工事（その３） 

施工場所 
青葉土木管内一円 

工事概要 

アスファルト舗装工２，２２０ｍ２、路盤工１，０７０ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から１２０日間 

予定価格 １２，５５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ａ又はＢ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１９・２０年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、旭 
区内、緑区内又は青葉区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） （２）（１）に記載した資格を証明する書類（ 
建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配置する技術者の雇用（期間 
）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月１７日（木）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２１日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２２日（火）午前 １０時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１０（９）を参照）。 

工事担当課 青葉区青葉土木事務所 電話 ０４５－９７１－２３００  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０７４７０１００１６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
泉土木管内区画線設置工事（その１） 

施工場所 
泉土木管内一円 

工事概要 

区画線設置工Ｌ＝４，３００ｍ、区画線消去工Ｌ＝８０ｍ、標識設置工２基 ほか 

工期 契約締結の日から平成１９年１１月３０日まで 

予定価格 ７，２１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 区画線・標識 

格付等級 - 

登録細目 【区画線・標識：区画線設置工事及び道路標識設置工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

塗装工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） （２）（１）に記載した資格を証明する書類（ 
建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配置する技術者の雇用（期間 
）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月１７日（木）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２１日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２２日（火）午前 １０時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１０（９）を参照）。 

工事担当課 泉区泉土木事務所 電話 ０４５－８００－２５３５  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０７４８０１００１８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
瀬谷土木管内舗装補修（応急修理）工事（その２） 

施工場所 
瀬谷土木管内一円 

工事概要 

アスファルト舗装工１，０５０ｍ２、路面切削工３００ｍ２、路盤工１５０ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成１９年１０月３１日まで 

予定価格 ９，４５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ａ又はＢ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１９・２０年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、旭 
区内又は瀬谷区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） （２）（１）に記載した資格を証明する書類（ 
建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配置する技術者の雇用（期間 
）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月１７日（木）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２１日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２２日（火）午前 １０時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１０（９）を参照）。 

工事担当課 瀬谷区瀬谷土木事務所 電話 ０４５－３６４－１１０５  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０７７１０１００３４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
白幡小学校耐震補強工事 

施工場所 
神奈川区白幡上町１１番１号 

工事概要 

鉄骨ブレース設置工（４．５ｍスパン）１２か所、耐震スリット設置工４５か所、ＲＣ耐 
震壁開口閉塞工１か所 ほか 

工期 契約締結の日から平成１９年 ９月１８日まで 

予定価格 ４１，２５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ｂ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

建築工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１９・２０年度の横浜市入札参加資格審査申請における主たる営業所の所在地が、鶴 
見区内、神奈川区内、保土ケ谷区内、旭区内、港北区内、緑区内、青葉区内、都筑区内又 
は瀬谷区内のいずれかにあること。 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置する場合は、 
配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保 
険被保険者証の写し等）及び（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技 
術検定の合格証明書の写し等）。 （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習 
修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けて 
いる者は提出不要。）。 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月１７日（木）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２１日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２２日（火）午前 １０時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１０（９）を参照）。 

工事担当課 まちづくり調整局施設整備課 電話 ０４５－６７１－２９７０  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０７７１０１００３５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
綱島小学校屋内運動場解体工事 

施工場所 
港北区綱島西三丁目１１番１号 

工事概要 

屋内運動場解体工（ＲＣ造、平屋建、延床面積４７０ｍ２） ほか 

工期 契約締結の日から平成１９年 ７月３１日まで 

予定価格 １７，３９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 ひき屋・解体 

格付等級 - 

登録細目 【ひき屋・解体：ひき屋・解体工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

とび・土工工事業又は建築工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） （２）（１）に記載した資格を証明する書類（ 
建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配置する技術者の雇用（期間 
）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月１７日（木）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２１日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２２日（火）午前 １１時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１０（９）を参照）。 

工事担当課 まちづくり調整局施設整備課 電話 ０４５－６７１－２９７０  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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契約番号 ０７７１０１００３６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
港南図書館エレベーター更新工事 

施工場所 
港南区野庭町１２５番地 

工事概要 

マシンルームレス、１基、定格積載量７５０ｋｇ、定格速度４５ｍ／分、定員１１人、乗 
用福祉型 

工期 契約締結の日から平成１９年１１月３０日まで 

予定価格 １３，５６０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 - 

登録細目 【機械器具設置：エレベーター工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

機械器具設置工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成８年４月１日以降に完成した、エレベーター（乗用）の製作・設置工事の元請として 
の施工実績を有すること。 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） （２）（１）に記載した資格を証明する書類（ 
建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配置する技術者の雇用（期間 
）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し） （４ 
）施工実績調書（工事内容欄に工事概要を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及 
び設計図書の写し等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月１７日（木）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２１日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２２日（火）午前 １１時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について本市が定めた設 
  計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること 
  。また、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 
（２）開札日において、入札参加資格審査申請における本件工事と同工種の元請最高請負 
  実績額が本件工事費の６割に満たず、かつ、下請最高請負実績額が本件工事費の８割 
  に満たない者は、本件工事の契約を締結できない（公告本文１０（９）を参照）。 

工事担当課 まちづくり調整局電気設備課 電話 ０４５－６７１－２９７５  

契約担当課 行政運営調整局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６  
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横浜市調達公告第 111 号 

   特定調達契約の落札者等の決定 

 特定調達契約の落札者等を次のとおり決定した。 

   平成 19 年５月８日 

                                   契約事務受任者 

                                   横浜市会計室長 富永 修 

 

番 

号 

落札又は随意

契約に係る物

品等又は特定

役務の名称及

び数量 

契約に関する

事務を担当す

る部課の名称

及び所在地 

落 札 者

又 は 随

意 契 約

の 相 手

方 を 決

定 し た

日 

落札者又は随意契

約の相手方の氏名

又は名称及び住所

又は所在地 

落札金額又は

随意契約に係

る契約金額 

契 約 の

相 手 方

を 決 定

し た 手

続 

当 該 入

札 公 告

を 行 っ

た日 

随 意 契

約 の 理

由 

１ 受入済通知書

等による収納

データ作成委

託 

横浜市会計室

審査課 

中区港町１丁

目１番地 

平成 19

年４月１

日 

株式会社富士通ワ

イエフシー 

神奈川区栄町３番

地 12 

円

141,051,960

随意契約

－ 

政 府 調

達 に 関

す る 協

定 （ 平

成 ７ 年

条約第23

号）第15

条 第 １

項（d）

２ 財務会計シス

テム運用業務

委託 

横浜市会計室

出納課 

中区港町１丁

目１番地 

平成 19

年４月１

日 

富士通株式会社神

奈川支社 

西区みなとみらい

二丁目２番１号 

円

64,941,931

随 意 契

約 
－ 

同 
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水道局調達公告第24号 

一般競争入札の施行 

次のとおり、「第二水路橋門扉設置工事」ほか19件の工事について、一般競争入札を行う。 

平成19年５月８日 

 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 大 谷 幸二郎 

 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市水道局契約規程（昭和39年４月水道局規程第16号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び

同条第２項の規定に基づき横浜市水道局工事請負に関する競争入札取扱要綱第３条第１項により定め

る資格を有する者であること。 

(2) 平成19・20年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市水道局一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措

置を受けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) ICカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市水道局契約規程、横浜市水道局工事請負に関する競争入札取扱要綱

、横浜市水道局電子入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市水道局工事請負等競争入札参加者心得

等に定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続きは要しない。ただし、９(9) に定める場合を除く

。 

(2) 設計図書のダウンロード等 

ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子

図渡し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロ

ードすること。 

イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書を購入しな

ければならない。設計図書の購入先及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに

定める期間において、横浜市水道局管財部契約課において設計図書を閲覧に供する。 

ウ 設計図書購入の申込み手続については、横浜市のホームページを参照すること。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また

、郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市水道局電子入札運用基準（工事請負関係）第７条に定める場

合を除き、認めない。 

(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札シス

テムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、横浜市水道局電子入

札運用基準（工事請負関係）第13条を参照すること。なお、当該工事費内訳書は、当局が工事ごとに

定めた設計図書（参考資料等の内訳書を含む）と同程度の内容のものとし、合計金額は入札金額と一

致させること。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の100分の５に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参

加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

契約希望金額の105分の100に相当する金額を入札金額とすること。 

水 道 局 
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(6) 入札の回数は１回とする。なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入

札がないときは、当該入札を不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、金額はすべての工事の合計金額を記載すること。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市水道局契約規程第19条の規定に該当する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内訳書を提出し

た者が行った入札 

(4) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入

札 

(5) 共同企業体協定書兼委任状を提出し、入札を行った建設共同企業体の構成員となっている者が、同

一の入札において単体又は他の共同企業体協定書兼委任状の提出を行った建設共同企業体の構成員と

して入札を行った場合、その者及びその者を構成員とする建設共同企業体が行った入札 

(6) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指定した契約者（あらかじめ、「横浜市電子入札IC

カード代表者届出書（第１号様式）」を横浜市に届け出ている場合には代表者）以外の名義人による

ICカードを用いて行った入札 

５ 最低制限価格制度適用案件における入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を

行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者（以下「落札候補者」という。）及び当該価格を入

札参加者に通知し、落札の決定は保留する。 

(2) 予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格

をもって入札を行った者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と

する。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他の者

のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(3) の入札参加資格の確認を行う

。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

(5) (3) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類等を、開札

日（(4) イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午後５

時までの間に契約課へ提出し、また確認のために必要な指示に従わなければならない。上記期間内に書

類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満たす者でな

いとし、(4) イの手続により落札者を決定する。 

(6) (4) イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(7) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市水道局一般競争参加停止及び指名停止等

措置要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く

。）には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって

入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 低入札価格調査制度適用案件における入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（以下「落

札候補者」という。）及び当該価格を入札参加者に通知し、落札の決定は保留する。 

(2) 予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者が２人以上あるときは、電子くじによ

り落札候補者を決定するものとする。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と
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する。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって

入札をした者を新たに落札候補者とし、(3) の入札参加資格の確認を行う。以後、落札者が決定する

まで同様の手続を繰り返す。 

(5) (3) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類等を、開札

日（(4) イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求めた日）から翌開庁日の午後５

時までの間に契約課へ提出し、また確認のために必要な指示に従わなければならない。上記期間内に書

類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満たす者でな

いとし、(4) イの手続により落札者を決定する。 

(6) (4) イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(7) 落札候補者の入札価格が工事ごとに定める調査基準価格未満である場合は、(3) の入札参加資格の確

認とあわせて、横浜市水道局工事請負契約に係る低入札価格取扱要綱（以下「低入札要綱」という。）

に定める調査を行う。 

(8) (7) の調査の結果、当該入札価格では、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされないお

それがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなる

おそれがあって著しく不適当であると認めるときは、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内

の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

(9) (7) の調査にあたっては、当該落札候補者は、低入札要綱に定める書類を各３部、別に指定した日時

までに契約課へ提出し、また、調査のために必要な指示に従わなければならない。上記の期限までに書

類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、(8) に該当するものとし当該落札候補者を落札

者としないものとする。 

(10)(9) に定める書類は、３(4)に定める工事費内訳書の各項目の内容に対応したものを提出すること。

対応した書類の提出がない場合には、(8) に該当するものとし当該落札候補者を落札者としないものと

する。 

(11)開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市水道局一般競争参加停止及び指名停止等

措置要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く

。）には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低

の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

７ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、横浜市水道局工事請負等競争入札参加者心得第27条か

ら第29条までの規定よる。 

８ 契約金の支払方法 

(1) 前金払いの有無及び方法並びに部分払いの回数は、工事ごとに定める。なお、前金払いは部分払いの

回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払いの方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度にお

いて、契約金額の10分の４以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある場合には、契約で定める

各会計年度の出来高予定額の10分の４以内の額を、当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、工事ごとに明示する。この場合の契約金の支払

いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、出来高

に応じて行う。 

９ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか否

かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結

する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3)入札を執行し、落札者が決定したときは、当局の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術

者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、１に定める入札参

加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りでない。 
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(5) 必要と認めるときは入札を延期し、中止し、又は取消すことがある。 

(6) 当局の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市水道局電子入札運用基準（工事請負関係）第14

条第４項に定めるとおりとする。 

(7) 開札後、次のアからウまでのいずれかに該当するときは、横浜市水道局一般競争参加停止及び指名停

止等措置要綱第２条の規定により、参加停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、５(5)又は６(5)に定める書類の提出をしない場合 

ウ 工事ごとに定める調査基準価格未満の金額で入札を行って落札候補者となった者が、低入札要

綱第４条第１項第１号に該当した場合（ただし、不備等がある場合を除く。） 

(8) ５(3)又は６(3)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市水道局工事請負に関する競争入札取扱要綱

第25条第１項の規定に基づき適格性の審査を行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認

定された場合は、当該工事の契約は締結しないものとする。 

(9) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜市

のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定書

兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市水道局契約課長あての書

留郵便により郵送又は横浜市水道局管財部契約課まで持参しなければならない。 

  なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜

市のホームページを参照すること。 

(10)その他、この公告に規定のない事項については、横浜市水道局契約規程、横浜市水道局公共工事の前

払金に関する規程、横浜市水道局工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市水道局電子入札運用基準

（工事請負関係）及び横浜市水道局工事請負等競争入札参加者心得等に定めるところによるものとする

。 
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契約番号 ０７５２０１０２１０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
第二水路橋門扉設置工事 

施工場所 
緑区三保町６３２番地 

工事概要 

門扉設置工（Ｈ＝１．８ｍ×Ｗ＝３．２ｍ）１か所、門扉設置工（Ｈ＝１．８ｍ×Ｗ＝２ 
．８ｍ）１か所、門扉撤去工（Ｈ＝１．８ｍ×Ｗ＝３．２ｍ）１か所、門扉撤去工（Ｈ＝ 
１．８ｍ×Ｗ＝２．８ｍ）１か所ほか 

工期 契約締結の日から９０日間 

予定価格 １，５００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 鋼構造又はフェンス 

格付等級 【鋼構造：－】又は【フェンス：－】 

登録細目 【鋼構造：その他の鋼構造物工事】又は【フェンス：フェンス工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業、建築工事業、とび・土工工事業又は鋼構造物工事業に係る主任技術者を施工現場
に配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していな
い者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） 
（２）（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の 
写し等） 
（３）配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し等） 
。 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月２１日（月）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２８日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２９日（火）午前 １１時３０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設 
計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。ま 
た、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 
（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問が 
ある場合は、平成１９年５月１５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

工事担当課 水道局川井浄水場   
契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６０  
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契約番号 ０７５２０１０１８９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
鉛管改良工事（その１８） 

施工場所 
磯子区、金沢区、ほか市内一円 

工事概要 

道路部４５か所、道路部から宅地部５９か所、宅地部２１６か所 

工期 契約締結の日から２９５日間 

予定価格 ２２，８３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 管 

格付等級 【管：Ａ又はＢ】 

登録細目 【管：給排水衛生設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

管工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、 
（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 
（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 
（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していない者でなければならない
。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

横浜市水道局指定給水装置工事事業者であること。 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） 
（２）（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の 
写し等） 
（３）配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し等） 
。 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月２１日（月）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２８日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２９日（火）午前 ９時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設 
計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。ま 
た、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 
（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問が 
ある場合は、平成１９年５月１５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

工事担当課 水道局南部給水維持課   
契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６０  
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契約番号 ０７５２０１０１９０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
鉛管改良工事（その２） 

施工場所 
中区、南区、ほか市内一円 

工事概要 

道路部４５か所、道路部から宅地部５４か所、宅地部２１９か所 

工期 契約締結の日から２９５日間 

予定価格 ２２，５１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 管 

格付等級 【管：Ａ又はＢ】 

登録細目 【管：給排水衛生設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

管工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、 
（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 
（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 
（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していない者でなければならない
。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

横浜市水道局指定給水装置工事事業者であること。 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） 
（２）（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の 
写し等） 
（３）配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し等） 
。 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月２１日（月）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２８日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２９日（火）午前 １０時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設 
計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。ま 
た、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 
（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問が 
ある場合は、平成１９年５月１５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

工事担当課 水道局中部給水維持課   
契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６０  
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契約番号 ０７５２０１０１９１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
鉛管改良工事（その４） 

施工場所 
西区、保土ヶ谷区、ほか市内一円 

工事概要 

道路部２０か所、道路部から宅地部１５か所、宅地部２６９か所 

工期 契約締結の日から２８５日間 

予定価格 １９，０２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 管 

格付等級 【管：Ａ又はＢ】 

登録細目 【管：給排水衛生設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

管工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、 
（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 
（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 
（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していない者でなければならない
。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

横浜市水道局指定給水装置工事事業者であること。 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） 
（２）（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の 
写し等） 
（３）配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し等） 
。 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月２１日（月）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２８日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２９日（火）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設 
計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。ま 
た、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 
（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問が 
ある場合は、平成１９年５月１５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

工事担当課 水道局中部給水維持課   
契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６０  
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契約番号 ０７５２０１０１９２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
鉛管改良工事（その６） 

施工場所 
西区、保土ヶ谷区、ほか市内一円 

工事概要 

道路部２０か所、道路部から宅地部１５か所、宅地部２６９か所 

工期 契約締結の日から２８５日間 

予定価格 １９，０２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 管 

格付等級 【管：Ａ又はＢ】 

登録細目 【管：給排水衛生設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

管工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、 
（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 
（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 
（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していない者でなければならない
。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

横浜市水道局指定給水装置工事事業者であること。 

提出書類 

（１）主任技術者届出書（第７号様式） 
（２）（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の 
写し等） 
（３）配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し等） 
。 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月２１日（月）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２８日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２９日（火）午前 １１時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設 
計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。ま 
た、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 
（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問が 
ある場合は、平成１９年５月１５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

工事担当課 水道局中部給水維持課   
契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６０  
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契約番号 ０７５２０１０１９３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
二俣川１丁目口径１００から３００ｍｍ配水管新設工事 

施工場所 
旭区二俣川１丁目６９番地の２先から中尾一丁目５番１号先まで 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ‐ＮＳ・Ｋφ３００ｍｍ：７５５ｍほか）一式、給水管取付替工（ 
φ２５ｍｍ：３か所、φ５０ｍｍ：４か所）一式、配水管撤去工一式、路面復旧工一式 

工期 契約締結の日から２４０日間 

予定価格 １７８，３９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表（低入札価格調査制度適用） 

最低制限価格 - 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ａ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、 
（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 
（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 
（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

提出書類 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月２１日（月）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２８日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２９日（火）午前 ９時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設 
計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。ま 
た、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 
（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問が 
ある場合は、平成１９年５月１５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 
（３）給水装置に関わる工事については、横浜市水道局指定給水装置工事事業者を配置す 
ること。 

工事担当課 水道局西部工事担当   
契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０７５２０１０１９３ 

工事件名 
二俣川１丁目口径１００から３００ｍｍ配水管新設工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【入札参加資格 その他】 
次の（１）又は（２）のいずれかに該当すること。 
（１）平成１８年度優良工事請負業者表彰名簿の土木部門に登載されており、平成９年４ 
月１日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ｍｍ管以上の官公 
庁発注工事）の元請実績（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出資比率が２０ 
％以上のものに限る。）又は平成１４年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発 
注工事による送配水管布設工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 
（２）平成１７年４月１日から平成１９年３月３１日までの間に通知された上水道に係る 
工事の横浜市水道局請負工事検査事務取扱規程第１０条に基づく工事完成検査結果通知書 
（当該期間内に２件以上の通知を受けた場合は、通知された月が最新月のものを対象とす 
る。また、同一月に２件以上の通知を受けた場合は、最高点のものを対象とする。）の評 
定点が８０点以上であるもの。 
 
（１）の工事請負実績について、１００万円以上の契約実績に限る。 
 
 
【提出書類】 
（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 
（２）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（ 
健康保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の 
写し（平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要 
）。 
（３）【入札参加資格その他】の（１）のうち、元請実績の場合、施工実績調書並びに施 
工内容の確認できる書類（竣工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１４年４月１ 
日以降に完成した、当局発注の上水道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実 
績がある場合は不要。下請実績の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認のできる注文 
書及び注文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（当局発注 
課に提出された下請負人選定通知書の写しでも可）。 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０７５２０１０１９４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
金沢高区線口径６００ｍｍ配水管新設工事 

施工場所 
金沢区能見台五丁目２９番地先から６番地先まで 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ‐ＫＦ・Ｓφ６００ｍｍ：５７２ｍほか）一式、路面復旧工一式 

工期 契約締結の日から２４０日間 

予定価格 １２５，２７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表（低入札価格調査制度適用） 

最低制限価格 - 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ａ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、 
（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 
（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 
（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

（１）平成９年４月１日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ 
ｍｍ管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出 
資比率が２０％以上のものに限る。）。 
（２）平成１４年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発注工事による送配水管 
布設工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 
 
※（１）又は（２）のいずれかを有すること。 
  また、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 
※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

提出書類 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月２１日（月）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２８日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２９日（火）午前 ９時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設 
計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。ま 
た、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 
（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問が 
ある場合は、平成１９年５月１５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

工事担当課 水道局南部工事課   
契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０７５２０１０１９４ 

工事件名 
金沢高区線口径６００ｍｍ配水管新設工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【提出書類】 
（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 
（２）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（ 
健康保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の 
写し（平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要 
） 
（３）【入札参加資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書 
類（竣工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１４年４月１日以降に完成した、当 
局発注の上水道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要 
（４）【入札参加資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認ので 
きる注文書及び注文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（ 
当局発注課に提出された下請負人選定通知書の写しでも可） 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０７５２０１０１９５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
藤が丘一丁目口径１００から１５０ｍｍ配水管新設工事 

施工場所 
青葉区藤が丘一丁目３６番地先から５５番地の１７先まで 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ‐ＮＳφ１５０ｍｍ：６４３ｍほか）一式、給水管取付替工（φ２ 
５ｍｍ：３７か所、φ５０ｍｍ：８か所）一式、配水管撤去工一式、路面復旧工一式 

工期 契約締結の日から２２５日間 

予定価格 ８８，３８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表（低入札価格調査制度適用） 

最低制限価格 - 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、 
（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 
（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 
（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

平成１８年度災害協力業者名簿に登載されている者で、次の（１）又は（２）のいずれか 
に該当すること。 
（１）平成９年４月１日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ 
ｍｍ管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出 
資比率が２０％以上のものに限る。）。 
（２）平成１４年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発注工事による送配水管 
布設工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 
 
※（１）及び（２）について、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 
※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

提出書類 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月２１日（月）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２８日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２９日（火）午前 １０時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設 
計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。ま 
た、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 
（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問が 
ある場合は、平成１９年５月１５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 
（３）給水装置に関わる工事については、横浜市水道局指定給水装置工事事業者を配置す 
ること。 

工事担当課 水道局西部工事担当   
契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０７５２０１０１９５ 

工事件名 
藤が丘一丁目口径１００から１５０ｍｍ配水管新設工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【提出書類】 
（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 
（２）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（ 
健康保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の 
写し（平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要 
） 
（３）【入札参加資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書 
類（竣工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１４年４月１日以降に完成した、当 
局発注の上水道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要 
（４）【入札参加資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認ので 
きる注文書及び注文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（ 
当局発注課に提出された下請負人選定通知書の写しでも可） 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０７５２０１０１９６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都岡幹線口径３８インチ送水管更新工事（川井から都岡その９） 

施工場所 
旭区上川井町８２番地先から上川井町４００番地先まで 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ‐ＮＳ・Ｋφ２００ｍｍ：１９０ｍ、ＤＩＰ‐ＵＳφ１，０００ｍ 
ｍ：１３０ｍほか）一式、給水管取付替工（φ２５ｍｍ：１２か所、φ５０ｍｍ：１か所 
）一式、配水管撤去工一式、路面復旧工一式 

工期 契約締結の日から２４０日間 

予定価格 ８４，５２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表（低入札価格調査制度適用） 

最低制限価格 - 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、 
（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 
（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 
（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

（１）平成９年４月１日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ 
ｍｍ管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出 
資比率が２０％以上のものに限る。）。 
（２）平成１４年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発注工事による送配水管 
布設工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 
 
※（１）又は（２）のいずれかを有すること。 
  また、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 
※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

提出書類 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月２１日（月）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２８日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２９日（火）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設 
計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。ま 
た、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 
（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問が 
ある場合は、平成１９年５月１５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 
（３）給水装置に関わる工事については、横浜市水道局指定給水装置工事事業者を配置す 
ること。 

工事担当課 水道局建設課   
契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０７５２０１０１９６ 

工事件名 
都岡幹線口径３８インチ送水管更新工事（川井から都岡その９） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【提出書類】 
（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 
（２）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（ 
健康保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の 
写し（平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要 
） 
（３）【入札参加資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書 
類（竣工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１４年４月１日以降に完成した、当 
局発注の上水道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要 
（４）【入札参加資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認ので 
きる注文書及び注文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（ 
当局発注課に提出された下請負人選定通知書の写しでも可） 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０７５２０１０１９７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
小山町口径１００から１５０ｍｍ配水管新設工事 

施工場所 
緑区小山町２８６番地先から３３０番地先まで 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ‐ＮＳφ１５０ｍｍ：３１４ｍほか）一式、給水管取付替工（φ２ 
５ｍｍ：９か所、φ５０ｍｍ：２か所）一式、配水管撤去工一式、路面復旧工一式 

工期 契約締結の日から１７５日間 

予定価格 ７６，５５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表（低入札価格調査制度適用） 

最低制限価格 - 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、 
（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 
（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 
（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

（１）平成９年４月１日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ 
ｍｍ管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出 
資比率が２０％以上のものに限る。）。 
（２）平成１４年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発注工事による送配水管 
布設工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 
 
※（１）又は（２）のいずれかを有すること。 
  また、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 
※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

提出書類 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月２１日（月）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２８日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２９日（火）午前 １１時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設 
計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。ま 
た、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 
（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問が 
ある場合は、平成１９年５月１５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 
（３）給水装置に関わる工事については、横浜市水道局指定給水装置工事事業者を配置す 
ること。 

工事担当課 水道局西部工事担当   
契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０７５２０１０１９７ 

工事件名 
小山町口径１００から１５０ｍｍ配水管新設工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【提出書類】 
（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 
（２）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（ 
健康保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の 
写し（平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要 
） 
（３）【入札参加資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書 
類（竣工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１４年４月１日以降に完成した、当 
局発注の上水道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要 
（４）【入札参加資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認ので 
きる注文書及び注文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（ 
当局発注課に提出された下請負人選定通知書の写しでも可） 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０７５２０１０１９８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
別所線口径５００ｍｍ配水管新設工事 

施工場所 
南区堀ノ内町１丁目１番地先から堀ノ内町１丁目９９番地先まで 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ－ＮＳφ１５０ｍｍ：２２０ｍ、ＤＩＰ－Ｓφ５００ｍｍ：１１４ 
ｍほか）一式、給水管取付替工（φ２５ｍｍ：１３か所、φ５０ｍｍ：３か所）一式、配 
水管撤去工一式、路面復旧工一式 

工期 契約締結の日から２２５日間 

予定価格 ７３，７２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表（低入札価格調査制度適用） 

最低制限価格 - 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、 
（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 
（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 
（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

（１）平成９年４月１日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ 
ｍｍ管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出 
資比率が２０％以上のものに限る。）。 
（２）平成１４年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発注工事による送配水管 
布設工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 
 
※（１）又は（２）のいずれかを有すること。 
  また、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 
※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

提出書類 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月２１日（月）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２８日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２９日（火）午前 １０時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設 
計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。ま 
た、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 
（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問が 
ある場合は、平成１９年５月１５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 
（３）給水装置に関わる工事については、横浜市水道局指定給水装置工事事業者を配置す 
ること。 

工事担当課 水道局中部工事担当   
契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０７５２０１０１９８ 

工事件名 
別所線口径５００ｍｍ配水管新設工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【提出書類】 
（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 
（２）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（ 
健康保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の 
写し（平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要 
） 
（３）【入札参加資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書 
類（竣工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１４年４月１日以降に完成した、当 
局発注の上水道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要 
（４）【入札参加資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認ので 
きる注文書及び注文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（ 
当局発注課に提出された下請負人選定通知書の写しでも可） 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０７５２０１０１９９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
阿久和西一丁目口径１５０から３００ｍｍ配水管新設工事 

施工場所 
瀬谷区阿久和西一丁目８番地先から宮沢一丁目６６番地の１０先まで 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ‐ＮＳφ１５０ｍｍ：４７７ｍ、ＤＩＰ‐Ｋφ３００ｍｍ：１．８ 
ｍほか）一式、給水管取付替工（φ２５ｍｍ：７か所、φ５０ｍｍ：８か所）一式、配水 
管撤去工一式、路面復旧工一式 

工期 契約締結の日から２３０日間 

予定価格 ７２，１２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表（低入札価格調査制度適用） 

最低制限価格 - 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、 
（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 
（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 
（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

（１）平成９年４月１日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ 
ｍｍ管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出 
資比率が２０％以上のものに限る。）。 
（２）平成１４年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発注工事による送配水管 
布設工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 
 
※（１）又は（２）のいずれかを有すること。 
  また、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 
※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

提出書類 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月２１日（月）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２８日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２９日（火）午前 １１時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設 
計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。ま 
た、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 
（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問が 
ある場合は、平成１９年５月１５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 
（３）給水装置に関わる工事については、横浜市水道局指定給水装置工事事業者を配置す 
ること。 

工事担当課 水道局西部工事担当   
契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０７５２０１０１９９ 

工事件名 
阿久和西一丁目口径１５０から３００ｍｍ配水管新設工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【提出書類】 
（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 
（２）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（ 
健康保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の 
写し（平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要 
） 
（３）【入札参加資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書 
類（竣工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１４年４月１日以降に完成した、当 
局発注の上水道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要 
（４）【入札参加資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認ので 
きる注文書及び注文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（ 
当局発注課に提出された下請負人選定通知書の写しでも可） 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０７５２０１０２００ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
六浦東一丁目口径１００から３００ｍｍ配水管新設工事 

施工場所 
金沢区六浦東一丁目６番１号先から２０番２号先まで 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ‐ＮＳφ１５０ｍｍ：４２３ｍ、ＤＩＰ‐ＮＳφ３００ｍｍ：１２ 
９ｍほか）一式、給水管取付替工（φ２５ｍｍ：５０か所、φ５０ｍｍ：８か所）一式、 
配水管撤去工一式、路面復旧工一式 

工期 契約締結の日から２００日間 

予定価格 ５９，２１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表（低入札価格調査制度適用） 

最低制限価格 - 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、 
（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 
（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 
（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

提出書類 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月２１日（月）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２８日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２９日（火）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設 
計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。ま 
た、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 
（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問が 
ある場合は、平成１９年５月１５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 
（３）給水装置に関わる工事については、横浜市水道局指定給水装置工事事業者を配置す 
ること。 

工事担当課 水道局南部工事課   
契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０７５２０１０２００ 

工事件名 
六浦東一丁目口径１００から３００ｍｍ配水管新設工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【入札参加資格 その他】 
次の（１）又は（２）のいずれかに該当すること。 
（１）平成１８年度優良工事請負業者表彰名簿の土木部門に登載されており、平成９年４ 
月１日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ｍｍ管以上の官公 
庁発注工事）の元請実績（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出資比率が２０ 
％以上のものに限る。）又は平成１４年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発 
注工事による送配水管布設工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 
（２）平成１７年４月１日から平成１９年３月３１日までの間に通知された上水道に係る 
工事の横浜市水道局請負工事検査事務取扱規程第１０条に基づく工事完成検査結果通知書 
（当該期間内に２件以上の通知を受けた場合は、通知された月が最新月のものを対象とす 
る。また、同一月に２件以上の通知を受けた場合は、最高点のものを対象とする。）の評 
定点が８０点以上であるもの。 
 
（１）の工事請負実績について、１００万円以上の契約実績に限る。 
 
 
【提出書類】 
（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 
（２）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（ 
健康保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の 
写し（平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要 
）。 
（３）【入札参加資格その他】の（１）のうち、元請実績の場合、施工実績調書並びに施 
工内容の確認できる書類（竣工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１４年４月１ 
日以降に完成した、当局発注の上水道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実 
績がある場合は不要。下請実績の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認のできる注文 
書及び注文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（当局発注 
課に提出された下請負人選定通知書の写しでも可）。 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０７５２０１０２０１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
工業用水道 川島町ほか１か所口径４００ｍｍ配水管布設替工事 

施工場所 
保土ヶ谷区川島町５２２番地ほか１か所 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ‐ＮＳφ４００ｍｍ：２５１ｍ、ＳＰφ４００ｍｍ：８．５ｍほか 
）一式、配水管撤去工一式、路面復旧工一式 

工期 契約締結の日から１５０日間 

予定価格 ５５，７８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表（低入札価格調査制度適用） 

最低制限価格 - 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、 
（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 
（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 
（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

（１）平成９年４月１日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ 
ｍｍ管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出 
資比率が２０％以上のものに限る。）。 
（２）平成１４年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発注工事による送配水管 
布設工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 
 
※（１）又は（２）のいずれかを有すること。 
  また、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 
※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

提出書類 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月２１日（月）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２８日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２９日（火）午前 １１時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設 
計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。ま 
た、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 
（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問が 
ある場合は、平成１９年５月１５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

工事担当課 水道局工業用水課   
契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０７５２０１０２０１ 

工事件名 
工業用水道 川島町ほか１か所口径４００ｍｍ配水管布設替工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【提出書類】 
（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 
（２）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（ 
健康保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の 
写し（平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要 
） 
（３）【入札参加資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書 
類（竣工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１４年４月１日以降に完成した、当 
局発注の上水道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要 
（４）【入札参加資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認ので 
きる注文書及び注文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（ 
当局発注課に提出された下請負人選定通知書の写しでも可） 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０７５２０１０２０２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
市沢町口径１５０から３００ｍｍ配水管新設工事 

施工場所 
旭区市沢町３２５番地先から保土ヶ谷区川島町６４７番地先まで 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ‐ＮＳφ１５０ｍｍ：２３４ｍ、φ３００ｍｍ：５．４ｍほか）一 
式、給水管取付替工（φ２５ｍｍ：２５か所、φ５０ｍｍ：６か所）一式、配水管撤去工 
一式、路面復旧工一式 

工期 契約締結の日から１８５日間 

予定価格 ５３，７３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表（低入札価格調査制度適用） 

最低制限価格 - 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、 
（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 
（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 
（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

（１）平成９年４月１日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ 
ｍｍ管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出 
資比率が２０％以上のものに限る。）。 
（２）平成１４年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発注工事による送配水管 
布設工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 
 
※（１）又は（２）のいずれかを有すること。 
  また、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 
※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

提出書類 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月２１日（月）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２８日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２９日（火）午後 １時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設 
計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。ま 
た、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 
（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問が 
ある場合は、平成１９年５月１５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 
（３）給水装置に関わる工事については、横浜市水道局指定給水装置工事事業者を配置す 
ること。 

工事担当課 水道局西部工事担当   
契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０７５２０１０２０２ 

工事件名 
市沢町口径１５０から３００ｍｍ配水管新設工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【提出書類】 
（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 
（２）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（ 
健康保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の 
写し（平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要 
） 
（３）【入札参加資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書 
類（竣工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１４年４月１日以降に完成した、当 
局発注の上水道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要 
（４）【入札参加資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認ので 
きる注文書及び注文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（ 
当局発注課に提出された下請負人選定通知書の写しでも可） 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０７５２０１０２０７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
岸谷二丁目口径１００から２００ｍｍ配水管新設工事 

施工場所 
鶴見区岸谷二丁目１３番１３号先から東寺尾四丁目１番１号先まで 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ‐ＮＳφ１５０ｍｍ：２９５ｍ、φ２００ｍｍ：１２１ｍほか）一 
式、給水管取付替工（φ２５ｍｍ：１４か所、φ５０ｍｍ：８か所）一式、配水管撤去工 
一式、路面復旧工一式 

工期 契約締結の日から１６０日間 

予定価格 ５０，１３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表（低入札価格調査制度適用） 

最低制限価格 - 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｂ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、 
（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 
（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 
（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

（１）平成９年４月１日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ 
ｍｍ管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出 
資比率が２０％以上のものに限る。）。 
（２）平成１４年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発注工事による送配水管 
布設工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 
 
※（１）又は（２）のいずれかを有すること。 
  また、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 
※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

提出書類 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月２１日（月）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２８日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２９日（火）午後 ２時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設 
計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。ま 
た、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 
（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問が 
ある場合は、平成１９年５月１５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 
（３）給水装置に関わる工事については、横浜市水道局指定給水装置工事事業者を配置す 
ること。 

工事担当課 水道局北部工事課   
契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０７５２０１０２０７ 

工事件名 
岸谷二丁目口径１００から２００ｍｍ配水管新設工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【提出書類】 
（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 
（２）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（ 
健康保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の 
写し（平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要 
） 
（３）【入札参加資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書 
類（竣工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１４年４月１日以降に完成した、当 
局発注の上水道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要 
（４）【入札参加資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認ので 
きる注文書及び注文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（ 
当局発注課に提出された下請負人選定通知書の写しでも可） 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０７５２０１０２０３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
和泉町口径１００から３００ｍｍ配水管新設工事 

施工場所 
泉区和泉町３，５０３番地の１先から３，７３７番地の１先まで 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ‐ＮＳφ３００ｍｍ：３２５ｍほか）一式、給水管取付替工（φ２ 
５ｍｍ：２か所、φ５０ｍｍ：６か所）一式、配水管撤去工一式、路面復旧工一式 

工期 契約締結の日から１４５日間 

予定価格 ３８，４７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｃ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、 
（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 
（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 
（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

（１）平成９年４月１日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ 
ｍｍ管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出 
資比率が２０％以上のものに限る。）。 
（２）平成１４年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発注工事による送配水管 
布設工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 
 
※（１）又は（２）のいずれかを有すること。 
  また、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 
※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

提出書類 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月２１日（月）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２８日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２９日（火）午後 ２時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設 
計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。ま 
た、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 
（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問が 
ある場合は、平成１９年５月１５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 
（３）給水装置に関わる工事については、横浜市水道局指定給水装置工事事業者を配置す 
ること。 

工事担当課 水道局西部工事担当   
契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０７５２０１０２０３ 

工事件名 
和泉町口径１００から３００ｍｍ配水管新設工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【提出書類】 
（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 
（２）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（ 
健康保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の 
写し（平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要 
） 
（３）【入札参加資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書 
類（竣工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１４年４月１日以降に完成した、当 
局発注の上水道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要 
（４）【入札参加資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認ので 
きる注文書及び注文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（ 
当局発注課に提出された下請負人選定通知書の写しでも可） 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０７５２０１０２０４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
汲沢七丁目ほか１か所口径１５０ｍｍ配水管新設工事 

施工場所 
戸塚区汲沢七丁目３６番２号先から汲沢五丁目４番１４号先までほか１か所 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ‐ＮＳφ１５０ｍｍ：１１５ｍ）一式、給水管取付替工（φ２５ｍ 
ｍ：２０か所、φ５０ｍｍ：９か所）一式、配水管撤去工一式、路面復旧工一式 

工期 契約締結の日から１５０日間 

予定価格 ３４，１５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｃ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、 
（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 
（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 
（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

（１）平成９年４月１日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ 
ｍｍ管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出 
資比率が２０％以上のものに限る。）。 
（２）平成１４年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発注工事による送配水管 
布設工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 
 
※（１）又は（２）のいずれかを有すること。 
  また、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 
※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

提出書類 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月２１日（月）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２８日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２９日（火）午前 １１時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設 
計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。ま 
た、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 
（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問が 
ある場合は、平成１９年５月１５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 
（３）給水装置に関わる工事については、横浜市水道局指定給水装置工事事業者を配置す 
ること。 

工事担当課 水道局南部工事課   
契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０７５２０１０２０４ 

工事件名 
汲沢七丁目ほか１か所口径１５０ｍｍ配水管新設工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【提出書類】 
（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 
（２）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（ 
健康保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の 
写し（平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要 
） 
（３）【入札参加資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書 
類（竣工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１４年４月１日以降に完成した、当 
局発注の上水道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要 
（４）【入札参加資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認ので 
きる注文書及び注文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（ 
当局発注課に提出された下請負人選定通知書の写しでも可） 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０７５２０１０２０５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
橋戸三丁目ほか２か所口径１００から２００ｍｍ配水管新設工事 

施工場所 
瀬谷区橋戸三丁目２２番地の１先から２８番地の２先までほか２か所 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ‐ＮＳφ１００ｍｍ：２３６ｍ、φ２００ｍｍ：５．６ｍほか）一 
式、給水管取付替工（φ２５ｍｍ：８か所、φ５０ｍｍ：１０か所）一式、配水管撤去工 
一式、路面復旧工一式 

工期 契約締結の日から１８０日間 

予定価格 ２８，２７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｃ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、 
（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 
（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 
（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

（１）平成９年４月１日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ 
ｍｍ管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出 
資比率が２０％以上のものに限る。）。 
（２）平成１４年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発注工事による送配水管 
布設工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 
 
※（１）又は（２）のいずれかを有すること。 
  また、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 
※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

提出書類 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月２１日（月）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２８日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２９日（火）午後 ３時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設 
計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。ま 
た、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 
（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問が 
ある場合は、平成１９年５月１５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 
（３）給水装置に関わる工事については、横浜市水道局指定給水装置工事事業者を配置す 
ること。 

工事担当課 水道局西部工事担当   
契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０７５２０１０２０５ 

工事件名 
橋戸三丁目ほか２か所口径１００から２００ｍｍ配水管新設工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【提出書類】 
（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式その１） 
（２）主任技術者を配置する場合は、配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（ 
健康保険被保険者証の写し等）。監理技術者を配置する場合は、監理技術者講習修了証の 
写し（平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けている者は提出不要 
） 
（３）【入札参加資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書 
類（竣工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１４年４月１日以降に完成した、当 
局発注の上水道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要 
（４）【入札参加資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認ので 
きる注文書及び注文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（ 
当局発注課に提出された下請負人選定通知書の写しでも可） 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 ０７５２０１０２０６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
工業用水道 上末吉二丁目口径１５０ｍｍ配水管布設替工事 

施工場所 
鶴見区上末吉二丁目１６番５号地先から１１番２６号地先まで 

工事概要 

配水管新設工（ＤＩＰ‐ＮＳφ１５０ｍｍ：３２６ｍほか）一式、配水管撤去工一式、路 
面復旧工一式 

工期 契約締結の日から１２０日間 

予定価格 ２２，３８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

登録工種 上水道 

格付等級 【上水道：Ｃ】 

登録細目 【上水道：上水道工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は開札日において、 
（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、 
（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、 
（３）専任配置を要する他の工事に専任の技術者として従事していない者でなければならない
。  入 

札 
参 
加 
資 
格 

その他 

（１）平成９年４月１日から開札日までの間に完成した、送配水管布設工事（口径１００ 
ｍｍ管以上）の元請実績を有するもの（共同企業体の構成員としての施工実績は、その出 
資比率が２０％以上のものに限る。）。 
（２）平成１４年４月１日から開札日までの間に完成した、当局発注工事による送配水管 
布設工事（口径１００ｍｍ管以上）の下請実績を有するもの。 
 
※（１）又は（２）のいずれかを有すること。 
  また、工事請負実績は、１００万円以上の契約実績に限る。 
※（１）については、官公庁発注工事に限る。 

提出書類 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成１９年 ５月２１日（月）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２８日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成１９年 ５月２９日（火）午後 ３時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は電子入札とする。入札にあたっては、当該工事について当局が定めた設 
計図書と同程度の工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付すること。ま 
た、内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。（調達公告本文３（４）を参照） 
（２）設計図書等（設計書、図面、特記仕様書、現場説明書等を含む。）に対する質問が 
ある場合は、平成１９年５月１５日午後５時までにＦＡＸにより工事担当課に行うこと。 

工事担当課 水道局工業用水課   
契約担当課 水道局契約課 電話 ０４５－６７１－３０６１  
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契約番号 ０７５２０１０２０６ 

工事件名 
工業用水道 上末吉二丁目口径１５０ｍｍ配水管布設替工事 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【提出書類】 
（１）主任技術者届出書（第７号様式） 
（２）（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の 
写し等）。 
（３）配置する技術者の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写し等） 
。 
（４）【入札参加資格その他】の（１）の場合、施工実績調書、施工内容の確認できる書 
類（竣工時工事カルテ受領書の写し等）。なお、平成１４年４月１日以降に完成した、当 
局発注の上水道工事（口径１００ｍｍ以上の管布設工事）の元請実績がある場合は不要。 
（５）【入札参加資格その他】の（２）の場合、施工実績調書並びに施工内容の確認ので 
きる注文書及び注文請書等の写し並びに施工体系図に会社名称が記載された部分の写し（ 
当局発注課に提出された下請負人選定通知書の写しでも可）。 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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水道局調達公告第 25 号 
特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

次のとおり一般競争入札を行う。 
平成 19 年５月８日 

横浜市水道事業管理者    
水道局長 大 谷 幸二郎  

１ 競争入札に付する事項 
(1) 件名及び数量  

活性炭 約 288 トンの購入 
(2) 物品の特質等 

入札説明書による。 
(3) 納入期間 

平成 19 年７月２日から平成 20 年２月 29 日まで 
(4) 納入場所 

旭区鶴ケ峰本町二丁目 39 番１号  
横浜市水道局浄水部西谷浄水場鶴ケ峰浄水事務所 

(5) 入札方法 
概算数量の総価により行う。 

(6) その他 
  本案件は、電子入札案件とする。ただし、横浜市水道局電子入札運用基準（物品・委託等関係）（以

下「運用基準」という。）に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第２号様式）」を提
出することにより紙による入札書の提出を行うことができる。 

２ 入札参加資格 
入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの

確認を受けなければならない。 
(1) 横浜市水道局契約規程（昭和 39 年４月水道局規程第 16 号）第３条第１項に掲げる者でないこと及
び同条第２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

(2) 平成 19・20 年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「工化学薬品」に
登録が認められている者で、かつ、Ａ又はＢの等級に格付けされているものであること。 

(3) 平成 19 年５月 25 日から開札日までの間のいずれかの日において、横浜市水道局一般競争参加停止
及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 当該物品に係る製造実績若しくは納入実績を有する者であること又は当該物品を納入することが可
能な者であること。 

３ 入札参加の手続 
当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登

載手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加の確認申請を行わなければならない。 
(1) 提出書類及び提出方法  

入札説明書による。 
(2) 提出期限 

平成 19 年５月 25 日午後５時まで 
(3) 契約条項等に関する問い合わせ先 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 
横浜市水道局管財部契約課（関内中央ビル４階） 
筒井 電話 045(671)3063（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 
入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該

当するときは、当該入札に参加することができない。 
(1) 第２項の資格条件を満たさなくなったとき。 
(2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同

じ。）に虚偽の記載をしたとき。 
５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書等は、第３項第３号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで
閲覧に供する。 

６ 入札説明書の交付期間及び交付方法 
  横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 
  また、平成 19 年５月８日から平成 19 年５月 31 日まで（日曜日、土曜日及び祝日を除く毎日午前９時
から正午まで及び午後１時から午後５時まで）の間に第３項第３号に掲げる部課において貸し出しを行う。 

７ 入札及び開札 
(1) 入札期間等 

ア 電子入札システムによる入札書の提出 
平成 19 年６月 11 日から平成 19 年６月 18 日まで（日曜日、土曜日及び祝日を除く毎日午前９時か

ら午後８時まで。ただし、最終日は午後５時まで） 
イ 紙による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 
     平成 19 年６月 19 日午前 10 時 30 分 
   (ｲ) 入札場所 

中区真砂町２丁目 22 番地 関内中央ビル４階 Ｋ402 会議室 

ただし、郵送による入札については、平成 19 年６月 18 日午後５時までに第３項第３号に掲げ
る部課に必着のこと。 

(2) 開札予定日時 
(1) イ(ｱ) に同じ 

８ 入札の無効 
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次の入札は、無効とする。 
(1) 横浜市水道局契約規程第 19 条の規定に該当する入札 
(2) 第２項の資格条件を満たさない者が行った入札 
(3) 入札説明書に定める提出書類について虚偽の記載をした者が行った入札 
(4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請において

指定した契約者（あらかじめ、「横浜市電子入札 IＣカード代表者届出書（第１号様式）」を横浜市に届
けている場合には代表者）以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第２号様式）」を提出してない者が
行った紙による入札 

(6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 
９ 落札者の決定 

横浜市水道局契約規程第 13 条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をも
って有効な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 
   いずれも免除する。 
11 契約金の支払方法 

(1) 前金払 
行わない。 

(2) 契約金の支払方法 
納品検査終了後、合格した数量に対する請求により支払う。 

12 その他 
(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 
(2) 契約書作成の要否 

要する。 
(3) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary 
(1) Subject matter of the contract:Purchase of approx. 288t of Activated carbon 
(2) Deadline for the tender:10:30 a.m., 19 June, 2007 
(3) Contact point for the notice: Contract Division, Water Works Bureau, City of Yokohama, 
  1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017, TEL 045(671)3063 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



横浜市報調達公告版 

                                第 23 号 平成 19 年５月８日発行 

                                                    

                        79

水道局調達公告第26号 

   特定調達契約の落札者等の決定 

 特定調達契約の落札者等を次のとおり決定した。 

   平成19年５月８日 

                                    横浜市水道事業管理者 

水道局長 大 谷 幸二郎 

 

番 

号 

落札又は随意

契約に係る物

品等又は特定

役務の名称及

び数量 

契約に関する

事務を担当す

る部課の名称

及び所在地 

落札者又

は随意契

約の相手

方を決定

した日 

落札者又は随意契

約の相手方の氏名

又は名称及び住所

又は所在地 

落札金額又は

随意契約に係

る契約金額 

契 約 の 相

手 方 を 決

定 し た 手

続 

当該入札

公告を行

った日 

随 意 契

約 の 理

由 

１ 水道用ポリ塩
化アルミニウ
ム 約3,900ト
ン 

横浜市水道局

管財部契約課 

中区港町１丁

目１番地 

平成19年
３月７日

長谷川商事株式会

社 

南区前里町２丁目

45番地 

円

78,624,000

一 般 競 争

入札 

平成19年

１月23日

－ 

２ 水道用ポリ塩
化アルミニウ
ム約6,850トン 

同 同 江南産業株式会社

神奈川営業所 

川崎市川崎区貝塚1

丁目３番17号 

円

142,411,500

同 同 － 

３ 水道用次亜塩
素酸ナトリウ
ム 約2,020ト
ン 

同 同 明立産業株式会社

保土ヶ谷区新桜ヶ

丘二丁目37番10号

円

41,147,400

同 同 － 

４ 水道用次亜塩
素酸ナトリウ
ム約4,130トン 

同 同 水研化学工業株式

会社 

大和市深見東３丁

目６番14号 

円

82,393,500

同 同 － 

５ 水運用システ
ム機器等一式
の借入 

同 平成19年
３月６日

日立キャピタル株

式会社神奈川法人

営業支店 

西区高島二丁目６

番32号 

円

6,296,850

同 同 － 

６ 口径13ミリメ
ートル水道リ
モートメータ
ー（Ａバータ
ー）2,400個の
購入 

同 平成19年
３月27日

愛知時計電機株式

会社横浜営業所 

中区尾上町５丁目

77番地の２ 

円

21,747,600

同 平成19年

１月30日

－ 

７ 口径20ミリメ
ートル水道リ
モートメータ
ー（Ａバータ
ー）8,000個の
購入 

同 同 同 円

69,468,000

同 同 － 

８ 口径20ミリメ
ートル水道リ
モートメータ
ー（Ａバータ
ー）8,400個の
購入 

同 同 同 円

71,353,800

同 同 － 
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９ 口径20ミリメ
ートル水道デ
ジタルメータ
ー（Ａバータ
ー ） 10,200 個
の購入 

同 同 同 円

20,241,900

同 同 － 

10 口径13ミリメ
ートル水道デ
ジタルメータ
ー（Ａバータ
ー）9,000個の
購入 

同 同 神陽商事株式会社

西区伊勢町３丁目

130番地 

円

16,348,500

同 同 － 

11 口径20ミリメ
ートル水道デ
ジタルメータ
ー （ 新 品 ）
9,500個の購入 

同 同 同 円

25,336,500

同 同 － 

12 口径13ミリメ
ートル水道デ
ジタルメータ
ー（Ｂバータ
ー）9,500個の
購入 

同 同 同 円

9,576,000

同 同 － 

13 口径13ミリメ
ートル水道デ
ジタルメータ
ー（Ｂバータ
ー）9,000個の
購入 

同 同 同 円

8,977,500

同 同 － 

14 口径20ミリメ
ートル水道デ
ジタルメータ
ー （ 新 品 ）
10,500 個 の 購
入 

同 同 同 円

27,562,500

同 同 － 

15 口径20ミリメ
ートル水道デ
ジタルメータ
ー（Ｂバータ
ー ） 20,900 個
の購入 

同 同 株式会社ニッコク

東京支店 

東京都港区六本木

６丁目17番1号 

円

22,932,525

同 同 － 

16 口径20ミリメ
ートル水道デ
ジタルメータ
ー（Ｂバータ
ー ） 20,000 個
の購入 

同 同 同 円

21,945,000

同 同 － 

17 口径20ミリメ
ートル水道デ
ジタルメータ
ー（Ａバータ
ー ） 10,000 個
の購入 

同 同 高畑精工株式会社

東京都板橋区大原

町35番２号 

円

20,685,000

同 同 － 

18 口径13ミリメ
ートル水道デ
ジタルメータ
ー（Ａバータ
ー）9,500個の
購入 

同 同 同 円

16,758,000

同 同 － 
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19 計算センター
帳票類作成等
業務委託 

同 平成19年
３月16日

株式会社アイネッ

ト 

西区みなとみらい

三丁目３番１号  

円

573,315,382

同 同 － 

20 横浜市水道局
小雀浄水場で
使用する電力
約 69,300,216
キロワットア
ワーの供給 

同 平成19年
３月13日

東京電力株式会社

東京都千代田区内

幸町１丁目１番３

号 

円

745,859,042

同 同 － 

21 横浜市水道局
寒川取水事務
所で使用する
電 力 約
22,769,280 キ
ロワットアワ
ーの供給 

同 同 同 円

239,903,584

同 同 － 

22 横浜市水道局
峰配水池で使
用する電力約
6,584,100キロ
ワットアワー
の供給 

同 同 同 円

73,598,060

同 同 － 

23 横浜市水道局
西谷浄水場で
使用する電力
約5,870,007キ
ロワットアワ
ーの供給 

同 同 同 円

78,016,216

同 同 － 

24 横浜市水道局
鶴見配水池で
使用する電力
約2,727,456キ
ロワットアワ
ーの供給 

同 同 同 円

39,131,036

同 同 － 

25 横浜市水道局
鶴ヶ峰浄水場
で使用する電
力約2,188,816
キロワットア
ワーの供給 

同 同 同 円

31,240,568

同 同 － 

26 横浜市水道局
西谷ポンプ場
で使用する電
力約2,019,131
キロワットア
ワーの供給 

同 同 同 円

30,858,612

同 同 － 

27 横浜市水道局
川井浄水場で
使用する電力
約3,294,170キ
ロワットアワ
ーの供給 

同 同 同 円

43,908,071

同 同 － 

28 横浜市水道局
恩田ポンプ場
で使用する電
力約2,307,250
キロワットア
ワーの供給 

同 同 同 円

34,306,848

同 同 － 
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29 西谷排水処理
施設運転管理
業務委託 

同 平成19年
３月23日

荏原エンジニアリ

ングサービス株式

会社横浜支店 

中区本町２丁目22

番地 

円

29,610,000

同 平成19年

２月６日

－ 

30 料金事務オン
ラインシステ
ム運用業務（
その１） 

同 平成19年
４月１日

富士通株式会社神

奈川支社 

西区みなとみらい

二丁目２番１号 

円

96,279,750

随意契約 － 政 府 調

達 に 関

す る 協

定 （ 平

成 ７ 年

条 約 第

23 号 ）

第 15 条

第 １ 項

（ｄ）

31 料金事務オン
ラインシステ
ム用機器及び
ソフトウェア
保守点検委託 

同 同 同 円

60,380,838

同 － 同 

32 料金事務オン
ラインシステ
ム本稼働前支
援業務委託 

同 平成19年
４月２日

同 円

38,745,000

同 － 同 

33 水運用システ
ム更新開発委
託（その３）［
ソフトウェア
］ 

同 同 株式会社日立製作

所横浜支社 

西区高島二丁目６

番32号 

円

93,345,000

同 － 同 

34 水道施設管理
マッピングシ
ステム作業委
託 

同 同 国際航業株式会社

神奈川支店 

中区日本大通17番

地 

円

199,395,000

同 － 同 

35 国道及び市道
占用申請書入
力作業委託 

同 同 財団法人道路管理

センター 

東京都千代田区平

河町１丁目２番10

号 

円

37,989,000

同 － 同 
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交通局調達公告第21号 

一般競争入札の施行 

次のとおり、「関内運輸管理所新設その他工事（建築）」の１件の工事について、一般競争入札を行う。 

平成19年５月８日 

 

横浜市交通事業管理者 

交通局長 池 田 輝 政 

 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市交通局契約規程（昭和52年８月交通局規程第12号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同

条第２項の規定に基づき横浜市交通局工事請負に関する競争入札取扱要綱第３条第１項により定める

資格を有する者であること。 

(2) 平成19・20年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市交通局一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措

置を受けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他詳細については、横浜市交通局契約規程、横浜市交通局工事請負に関する競争入札取扱要綱、

横浜市交通局電子入札運用基準（工事請負関係）及び横浜市交通局工事請負等競争入札参加者心得等

に定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。ただし、第８項第10号に定める場合を除

く。 

(2) 設計図書のダウンロード等 

 ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡

し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードする

こと。 

イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書を購入しなけ

ればならない。設計図書の購入先及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに定め

る期間に総務部財務課において設計図書を閲覧に供する。 

ウ 設計図書購入の申込み手続については、横浜市ホームページ又は交通局財務課掲示板を参照する

こと。 

(3) 前項に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内に、電子入札システムにより入札書を提出すること。また、郵便

による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市交通局電子入札運用基準（工事請負関係）第７条に定める場

合を除き認めない。 

(4) 入札に当たっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札シス

テムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、横浜市交通局電子入

札運用基準（工事請負関係）第13条を参照すること。また、当該工事費内訳書は、本市が工事ごとに定

めた参考資料等の内訳書と同程度の詳細な内容のものとし、合計金額は入札金額と一致させること。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の1 0 0分の５に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参

加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

契約希望金額の1 0 5分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

交 通 局 
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(6) 入札の回数は１回とする。 

なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札

を不調とする。 

 (7) 合併入札の場合は、すべての工事の合計金額をもって入札額とすること。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市交通局契約規程第22条の規定に該当する入札 

(2) 第１項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 工事費内訳書の提出をしない者が行った入札又は前項第４号の定めに従わない工事費内訳書を提出

した者が行った入札 

(4) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状を提出しない者が行った入札 

(5) 共同企業体協定書兼委任状を提出し、入札を行った建設共同企業体の構成員となっている者が、同

一の入札において単体又は他の共同企業体協定書兼委任状の提出を行った建設共同企業体の構成員と

して入札を行った場合、その者及びその者を構成員とする建設共同企業体が行った入札 

(6) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請において指定した契約者（あらかじめ横浜市電子入札ＩＣカ

ード代表者届出書を横浜市に提出している場合には、代表者）以外の名義人によるＩＣカードを用い

て行った入札 

５ 最低制限価格制度適用案件における入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札

を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者（以下「最低制限落札候補者」という。）及び当

該価格を入札参加者に通知し、落札の決定は保留する。 

(2) 前号の場合において、予定価格の制限の範囲内で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者

が２人以上あるときは、電子くじにより最低制限落札候補者を決定するものとする。 

(3) 落札決定を保留した後、最低制限落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) 前号に規定する確認の結果により、最低制限落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該最低制限落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落

札者とし、入札参加者にその旨通知する。 

イ 当該最低制限落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入

札を無効とする。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札

した他の者のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに最低制限落札候補者とし、前号の入札参

加資格の確認を行う。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

(5) 第３号の入札参加資格の確認に当たっては、当該最低制限落札候補者は、工事ごとに定める提出書

類等を、開札日（前号イにおいて新たに最低制限落札候補者になった者については、提出を求めた

日）から翌開庁日の午後５時までの間に総務部財務課へ提出し、また、確認のために必要な指示に従

わなければならない。上記期間内に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該最

低制限落札候補者は入札参加資格を満たす者でないとし、前号イの手続により落札者を決定する。 

(6) 第４号イの手続により、最低制限落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由

を付して、当該最低制限落札候補者に通知する。 

(7) 開札後、落札決定するまでの間に、当該最低制限落札候補者が横浜市交通局一般競争参加停止及び

指名停止等措置要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停

止措置を除く。）には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の

価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに最低制限落札候補者とす

る。 

６ 低入札価格調査制度適用案件における入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（以下

「調査基準落札候補者」という。）及び当該価格を入札参加者に通知し、落札の決定は保留する。 

(2) 前号の場合において、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者が２人以上あ

るときは、電子くじにより調査基準落札候補者を決定するものとする。 

(3) 落札決定を保留した後、調査基準落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) 前号に規定する確認の結果により、調査基準落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該調査基準落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落

札者とし、入札参加者にその旨通知する。 
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イ 当該調査基準落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入

札を無効とする。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価

格をもって入札をした者を新たに調査基準落札候補者とし、前号の入札参加資格の確認を行う。以後、

落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

(5) 第３号の入札参加資格の確認に当たっては、当該調査基準落札候補者は、工事ごとに定める提出書

類等を、開札日（前号イにおいて新たに調査基準落札候補者になった者については、提出を求めた

日）から翌開庁日の午後５時までの間に総務部財務課へ提出し、また、確認のために必要な指示に従

わなければならない。上記期間内に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該調

査基準落札候補者は入札参加資格を満たす者でないとし、前号イの手続により落札者を決定する。 

(6) 第４号イの手続により、調査基準落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由

を付して、当該調査基準落札候補者に通知する。 

(7) 調査基準落札候補者の入札価格が工事ごとに定める調査基準価格未満である場合は、第３号の入札

参加資格の確認とあわせて、横浜市交通局工事請負契約に係る低入札価格取扱要綱に定める調査を行

う。 

(8) 前号の調査の結果、当該入札価格では、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされない

おそれがあると認められるとき又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととな

るおそれがあって著しく不適当であると認めるときは、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範

囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに調査基準落札候補

者とする。 

(9) 第７号の調査に当たっては、当該調査基準落札候補者は、横浜市交通局工事請負契約に係る低入札

価格取扱要綱に定める書類を各３部、別に指定した日時までに総務部財務課へ提出し、また、調査の

ために必要な指示に従わなければならない。上記期間内に書類等が提出されない場合又は横浜市交通

事業管理者の指示に従わない場合には、前号に該当するものとし当該調査基準落札候補者を落札者と

しないものとする。 

(10) 前号に定める書類は、第３項第４号に定める工事費内訳書の各項目の内容に対応したものを提出す

ること。対応した工事費内訳書の提出がない場合には、第８号に該当するものとし当該調査基準落札

候補者を落札者としないものとする。 

(11)開札後、落札決定するまでの間に、当該調査基準落札候補者が横浜市交通局一般競争参加停止及び

指名停止等措置要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停

止措置を除く。）には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の

者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに調査基準落札候補者とする。 

７ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、横浜市交通局工事請負等競争入札参加者心得第27条か

ら第29条までの規定よる。 

８ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 

なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい

て、契約金額の10分の４以内の額を支払う。また、「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会

計年度の出来高予定額の10分の４以内の額を、当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、工事ごとに明示する。この場合の契約金の支

払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、出

来高に応じて行う。 

９ 調査基準価格未満の金額で入札を行った者との契約 

  工事ごとに定める調査基準価格未満の金額で入札を行った者と契約を締結する場合は、契約金額にかか

わらず建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 24 条の７第１項に規定する施工体制台帳の提出を義務付

けるものとする。 

10 その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか

否かは、工事ごとに明示する。 
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(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締

結する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。こ

の場合、契約書の作成は落札者が行うものとし、当該契約書の作成費用は落札者が負担するものとす

る。 

(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技

術者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が第１項に定める

入札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合は、この限り

でない。 

 (5) 必要と認めるときは入札を延期し、中止し、又は取り消すことがある。 

 (6) 本市の都合により開札日時を変更する場合は、横浜市交通局電子入札運用基準（工事請負関係）第14

条第４項に定めるとおりとする。 

 (7) 開札後、次のアからウまでのいずれかに該当するときは、横浜市交通局一般競争参加停止及び指名停

止等措置要綱第２条の規定により、参加停止の措置を行う。 

ア 最低制限落札候補者又は調査基準落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを

辞退した場合 

イ 最低制限落札候補者又は調査基準落札候補者となった者が、第５項第５号又は第６項第５号に定

める書類を提出しない場合 

ウ 工事ごとに定める調査基準価格未満の金額で入札を行って調査基準落札候補者となった者が、横

浜市交通局工事請負契約に係る低入札価格取扱要綱第４条第１項第１号に該当した場合（不備等が

ある場合を除く） 

 (8) 第５項第３号又は第６項第３号の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市交通局工事請負に関する競

争入札取扱要綱第25条第１項の規定に基づき適格性の審査を行い、当該工事の請負業者としての適格性

に欠ける者と認定された場合は、当該工事の契約は締結しないものとする。 

   なお、開札日において、平成19・20年度の横浜市入札参加資格審査申請における当該工事と同工種の

元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格欄に記載された金額に1 0 0分の1 0 5を

乗じた額）の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高請負実績額が当該工事の工事費（当

該工事の予定価格欄に記載された金額に1 0 0分の1 0 5を乗じた額）の８割に満たない者は、横浜市交

通局工事請負に関する競争入札取扱要綱第25条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので留

意すること。 

(9) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜

市ホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定書

兼委任状を入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市交通局財務課長あての書

留郵便により郵送又は横浜市交通局財務課まで持参しなければならない。 

   なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜

市ホームページ又は交通局財務課掲示板を参照すること。 

 (10)横浜市交通局一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第９条第１項中「入札日」とあるのは、「開

札日の翌日以降」と読み替えて同項の規定を適用するものとする。 

(11)その他この公告に規定のない事項については、横浜市交通局契約規程、横浜市交通局公共工事の前

払金に関する規程、横浜交通局市工事請負に関する競争入札取扱要綱、横浜市交通局電子入札運用基

準（工事請負関係）及び横浜市交通局工事請負等競争入札参加者心得等に定めるところによるものと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



横浜市報調達公告版 

                                第 23 号 平成 19 年５月８日発行 

                                                    

                        87

契約番号 ０７５３０１００２１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
関内運輸管理所新設その他工事（建築） 

施工場所 
中区尾上町３丁目４２番地ほか２か所 

工事概要 

関内運輸管理所新設工一式８４９㎡、上永谷車両基地信号取扱所内女性用施設新設工一式３
１．５㎡、上永谷車両基地検車区内仮眠室新設工一式１９㎡ 

工期 契約締結の日から平成１９年１２月２８日まで 

予定価格 １１２，０００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 ７８，４００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

最低制限価格 設定なし 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ａ又はＢ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内、準市内又は市外 

技術者 

建築工事業に係る監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は開札日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関係にあり、（２）当該雇用期間
が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者でなければならない。  

入 
札 
参 
加 
資 
格 

その他 

 

提出書類 

（１）配置技術者（変更）届出書（第６号様式） （２）監理技術者を配置する場合は、監理
技術者講習修了証の写し（ただし、平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を
受けている者は提出不要） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。 

入札期間 
平成１９年 ５月２１日（月）午前 ９時００分から 
平成１９年 ５月２４日（木）午後 ５時００分まで 

開札予定日時 平成１９年 ５月２５日（金）午前 １０時３０分  

支払条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）本件工事は、電子入札とする。入札に当たっては、当該工事について本市が定めた参考
資料等の内訳書と同程度の詳細な工事費内訳書を電子ファイル化し、入札書提出の際に添付
すること。 

（２）調査基準価格未満の価格で入札を行った場合は、横浜市交通局工事請負契約に係る低入
札価格取扱要綱に定める書類（第１号様式から第１４号様式まで）を各３部開札日の翌開庁
日の午後５時までに提出すること。提出できない場合、当該入札者の入札を無効とする。 

工事担当課 交通局建築課 電話 ０４５－６７１－３２１４  

契約担当課 交通局財務課 電話 ０４５－６７１－３１７３  
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交通局調達公告第 22 号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

    平成 19 年５月８日 

横浜市交通事業管理者 

交通局長  池 田 輝 政 

１ 競争入札に付する事項                                     

(1) 件名及び数量                                           

ア  軽油（７月～９月分）第１ブロック 約 1,391キロリットルの購入 

イ 軽油（７月～９月分）第２ブロック 約 1,062キロリットルの購入 

ウ 軽油（７月～９月分）第３ブロック 約  667キロリットルの購入 

エ 軽油（７月～９月分）第４ブロック 約  774キロリットルの購入 

(2) 物品の特質等 

入札説明書による。 

(3) 納入期間 

平成19年７月１日から平成19年９月30日まで 

(4) 納入場所 

第１号アからエに掲げる物品ごとに次のとおりとする（詳細は、入札説明書による。）。 

ア  北部サービスセンター 緑営業所ほか２か所 

イ 中部サービスセンター 浅間町営業所ほか２か所 

ウ 南部サービスセンター 磯子営業所ほか１か所 

エ 東部サービスセンター 港北営業所ほか１か所 

(5) 一連の調達契約に関する事項 

ア 今後調達が予定される数量及び入札公告予定時期 

(ｱ)軽油（10月～12月分） 約 3,198キロリットルの購入 

平成19年８月頃 

(ｲ)軽油（１月～３月分） 約 3,133キロリットルの購入 

平成19年11月頃 

イ 最初の契約に係る入札公告日 

平成19年２月６日 

 (6) 入札方法 

第１号アからエに掲げる物品ごとに入札に付し、１キロリットル（ 1,000リットル）当たりの単価に

より行う。 

２ 入札参加資格 

入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの

確認を受けなければならない。 

(1) 横浜市交通局契約規程（昭和52年８月交通局規程第12号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同

条第２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

(2) 平成19・20年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「燃料」に登録が認

められている者であること。 

(3) 平成19年５月17日から入札日までの間のいずれかの日において、横浜市交通局一般競争参加停止及び

指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 当該物品を確実に納入することが可能な者であること。 

３ 入札参加の手続 

当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登載

手続を行う者を含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。 

(1) 提出書類及び提出部課 

入札説明書による。 

(2) 提出期限 

平成19年５月17日（ただし、供給保証書は平成19年５月24日）午後５時まで 

(3) 契約条項等に関する問い合わせ先 
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〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市交通局総務部財務課（関内中央ビル７階）         

村越 電話 045(671)3172（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 

入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該当

するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項の資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書等は、第３項第３号に掲げる部課において、この公告の日から入札日まで

閲覧に供する。 

６  入札説明書等の交付 

(1) 交付期間                                               

平成19年５月８日から平成19年５月31日まで（日曜日、土曜日及び祝日を除く毎日午前９時から正

午まで、及び午後１時から午後２時まで） 

(2) 交付場所 

第３項第３号に掲げる部課 

(3) 交付方法 

有償（ 500円）で交付する。この場合、入札説明書等交付希望者は、前号に掲げる部課で配付する

納付書で、横浜市交通局指定の金融機関等に納付後、同号の部課において領収書の確認を受けた上で

交付を受ける。 

７ 入札及び開札の日時並び場所等 

平成19年６月20日午後２時 横浜市交通局総務部財務課入札室 

ただし、郵送による入札については、平成19年６月19日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に

必着のこと。 

８ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 第２項の資格条件を満たさない者が行った入札 

(2) 入札説明書に定める提出書類について虚偽の記載をした者が行った入札 

(3) 横浜市交通局契約規程第22条の規定に該当する入札 

９ 落札者の決定                                             

横浜市交通局契約規程第15条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもっ

て有効な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法 

(1) 前金払                         

行わない。 

(2) 契約金 

１か月間の納入分について、納品検査終了後、その１箇月分をまとめた請求により支払う。 

12 その他                                 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 契約書作成の要否 

要する。 

(3）詳細は、入札説明書による。                        

13 Summary 

(1) Subject matter of the contract: 

① Purchase of approx. 1,391kl of gas oil 

② Purchase of approx. 1,062kl of gas oil 

③ Purchase of approx.  667kl of gas oil 

④ Purchase of approx.  774kl of gas oil 
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(2) Date of tender: 2:00 p.m., 20 June, 2007 

(3) Contact point for the notice: Finance Division, 

Transportation Bureau, City of Yokohama, 

1-1  Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017 

TEL 045(671)3172 
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病院経営局調達公告第８号 

特定調達契約の落札者等の決定 

 特定調達契約の落札者等を次のとおり決定した。 

平成19年５月８日 

                           

                                横浜市病院事業管理者 

病院経営局長 原   正 道 

 

番 

号 

落札又は随意

契約に係る物

品等又は特定

役務の名称及

び数量 

契約に関する

事務を担当す

る部課の名称

及び所在地 

落札者又は随

意契約の相手

方を決定した

日 

落札者又は随

意契約の相手

方の氏名又は

名称及び住所

又は所在地 

落札金額又は

随意契約に係

る契約金額 

契約の相手

方を決定し

た手続 

当該入札公告

を行った日 

随意契

約の理

由 

１ 横浜市立脳血

管医療センタ

ー清掃及び清

潔管理業務委

託 

横浜市立脳血

管医療センタ

ー管理部管理

課 

磯子区滝頭一

丁目２番１号 

平成 19 年３月

７日 

高橋興業株式

会社東京支店

東京都千代田

区神田小川町

１丁目６番地

     円

56,485,800

 

指名競争入

札 

平成 19 年１月

23 日 

 

― 

２ 横浜市立脳血

管医療センタ

ーで使用する

電力 

約 3,640,000

キロワットア

ワーの供給 

横浜市立脳血

管医療センタ

ー管理部管理

課 

磯子区滝頭一

丁目２番１号 

平成 19 年３月

14 日 

ダイヤモンド

パワー株式会

社 

東京都品川区

東品川二丁目

２番 20 号 

     円

52,818,364

 

一般競争入

札 

平成 19 年１月

30 日 

 

― 

 

病 院 経 営 局 


